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第 1章 １ 沖縄県立特別支援学校管理規則 
 

制定：平成12年３月28日教育委員会規則第８号 
最終改正：令和４年10月７日教育委員会規則第11号 
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第１章 総則 
（趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第33条の
規定に基づき、沖縄県立特別支援学校（以下「学校」という。）の管理運営に関し、必要な事項
を定めるものとする。 
（学校の目的） 

第２条 学校は、教育基本法（平成18年法律第120号）、学校教育法（昭和22年法律第26号）、その
他教育に関する法令に基づき、それぞれ視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又
は病弱者（身体虚弱者を含む。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育
を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能
を授けることを目的とする。 
（名称、位置、修業年限等） 

第３条 学校の名称、位置、障害の種類、部、科、修業年限及び学科は、別表第１に定めるところ
による。 
（入学定員） 

第４条 幼稚部及び高等部の入学定員は、別に定めるところによる。 
（校内規程の制定） 

第５条 校長は、法令、条例、沖縄県教育委員会（以下「教育委員会」という。）規則等に違反し
ない限りにおいて、学校の管理運営に関し必要な事項を定めることができる。 

 
第２章 教育活動 
（教育課程の編成） 

第６条 学校の教育課程は、幼稚部教育要領、学習指導要領及び教育委員会が定めるところにより
校長が編成する。 

２ 校長は、翌年度において実施する教育課程を、毎年１月末日までに教育委員会に届け出なけれ
ばならない。 
（併設型特別支援学校の教育課程） 

第６条の２ 別表第２の左欄に掲げる特別支援学校（以下「併設型特別支援学校」という。）にお
いては、同表の右欄に掲げる高等学校（以下「併設型高等学校」という。）における教育と連携
した教育を施すものとする。 

２ 前項の場合において、併設型特別支援学校における教育課程を編成するときは、あらかじめ併
設型高等学校と協議するものとする。 
（校外における学校行事等） 

第７条 校長は、学校行事等を校外において実施しようとするときは、別に定める基準により行わ
なければならない。 

２ 校長は、前項の場合においてその実施地が県外であるもの又は３日以上の宿泊を要するものに
ついては、学校行事等実施計画書（第１号様式）により、あらかじめ教育委員会に届け出なけれ
ばならない。 
（学年及び学期） 

第８条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 
２ 学年を分けて、次の３学期とする。 
第１学期 ４月１日から８月31日まで 
第２学期 ９月１日から12月31日まで 
第３学期 １月１日から３月31日まで 

３ 校長は、教育上必要があると認めたときは、前項の規定にかかわらず、教育委員会に届け出て、
次の２学期に分けることができる。 
前期 ４月１日から10月10日まで 
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後期 10月11日から翌年３月31日まで 
４ 校長は、教育上必要があると認めたときは、前２項に規定する学期の期間を変更することがで
きる。 

５ 校長は、前項の規定により学期の期間を変更しようとするときは、あらかじめ、教育委員会と
協議しなければならない。 
（休業日） 

第９条 学校の休業日は、次のとおりとする。 
(１) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 
(２) 日曜日及び土曜日 
(３) 学年始休業日 ４月１日から４月６日まで 
(４) 夏季休業日 ７月21日から８月31日までの間において校長が定める期間 
(５) 冬季休業日 12月26日から翌年１月５日までの間において校長が定める期間 
(６) 学年末休業日 ３月25日から３月31日まで 
(７) 沖縄県慰霊の日を定める条例（昭和49年沖縄県条例第42号）第２条に規定する慰霊の日 
(８) その他校長が必要と認めた休業日 

２ 校長は、前項第４号、第５号及び第８号の休業日は、教育委員会に届け出なければならない。 
（授業日の変更等） 

第10条 校長は、授業日と休業日を相互に変更しようとする場合は、年間行事計画等により、あら
かじめ教育委員会に届け出なければならない。 

２ 校長は、学年度途中で授業日と休業日を相互に変更しようとする場合は、授業日の変更届出書
（第２号様式）により、あらかじめ教育委員会に届け出なければならない。 

３ 校長は、非常変災、伝染病その他急迫の事情のために臨時に授業を行わなかった場合は、直ち
に臨時休業報告書（第３号様式）により、その状況を教育委員会に報告しなければならない。 
（教科用図書） 

第11条 教科用図書は、文部科学大臣の検定を経たもの、文部科学省が著作の名義を有するもの又
は教育委員会が採択したものから校長が選定し、教育委員会に届け出なければならない。 
（準教科書の届出） 

第12条 校長は、教科用図書の発行されていない教科又は科目の主たる教材として使用しようとす
る児童生徒用図書（以下「準教科書」という。）については、使用１月前までに準教科書使用届
出書（第４号様式）により、教育委員会に届け出なければならない。 

２ 校長は、学校設定科目において準教科書を使用する場合は、あらかじめ教育委員会に届け出な
ければならない。 
（副読本） 

第13条 校長は、学年又は学級の児童生徒の教材として計画的、継続的に使用する教科用図書と併
せて使用する副読本については、副読本届出書（第５号様式）により、あらかじめ教育委員会に
届け出なければならない。 

 
第３章 幼児及び児童生徒 
（入学資格） 

第14条 学校に入学できる者は、学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第22条の３に掲げる者
とする。 

２ 幼稚部又は高等部の入学資格に関し必要な事項は、教育委員会が別に定めるところによる。 
（入学志願の手続及び入学者選抜） 

第15条 幼稚部又は高等部の入学志願の手続及び入学者選抜に関する必要な事項は、教育委員会が
別に定めるところによる。 
（入学の許可） 

第16条 幼稚部又は高等部への入学は、校長が許可する。 
２ 入学の時期は、学年の始めとする。 
（就学義務の猶予又は免除） 

第17条 小学部又は中学部の児童生徒が病気その他やむを得ない事由のため就学困難となったとき
は、その保護者（学校教育法第16条に規定する保護者をいう。以下同じ。）は、医師の証明書及
び校長の意見書等その事由を証する書類を添えて、当該児童生徒の居住する市町村の教育委員会
に就学義務の猶予又は免除を願い出なければならない。 

２ 前項の規定による就学義務の猶予又は免除を受けたとき、保護者はその旨を校長に届け出るも
のとする。 
（入学の手続） 

第18条 入学を許可された者は、校長の指定する期日までに、誓約書（第６号様式）、住民票の謄
本その他必要な書類を校長に提出しなければならない。 
（入学許可の取消し） 

第19条 入学を許可された者が、所定の期日までに前条に規定する手続を行わないときは、校長は、



 

入学許可を取り消すことができる。 
（編入学） 

第20条 校長は、適当と認めた者を相当学年に編入学させることができる。 
２ 高等部に編入学を許可された者については、前２条の規定を準用する。 
（保証人） 

第21条 入学しようとする者は、保護者等（保護者その他の学校に対して幼児又は児童生徒に関す
る責任を負う者として教育委員会が定める者をいう。以下同じ。）のもとから通学できない状況
にある場合は、保証人を立てるものとする。 

２ 保証人は、学校所在の市町村又は近隣の市町村に居住し、独立の生計を営む成年者で、学校に
対して保護者等とともに幼児又は児童生徒に関する責任を負うことができる者でなければならな
い。 

３ 保護者等若しくは保証人に変更があったとき、又は保護者等若しくは保証人の住所若しくは氏
名に変更があったときは、速やかに校長に届け出なければならない。 

４ 校長は、保証人を適当でないと認めたときは、これを変更させることができるものとする。 
（転学） 

第22条 他の学校へ転学しようとする幼児又は児童生徒の保護者等は、転学願（第７号様式）を校
長に提出しなければならない。 

２ 校長は、前項の転学願を受けた場合において、転学の事由が適当であると認めたときは、その
事由を記載した書面、幼児又は児童生徒の在学証明書等必要な書類を転学先の校長に送付しなけ
ればならない。 

３ 幼稚部又は高等部の場合、転学先の校長は、教育上支障がなく、かつ、適当と認めたときは、
相当学年に転入学を許可することができる。 

４ 校長は、幼児又は児童生徒が転入学する場合には、当該幼児又は児童生徒が従前在学していた
学校の校長にその旨を通知するとともに、当該校長から速やかにその幼児又は児童生徒の指導要
録の写し（転学してきた幼児又は児童生徒については、転学により送付を受けた指導要録の写し
を含む。）、健康診断書その他必要な書類の送付を受けなければならない。 

５ 転入学を許可された者については、第18条及び第19条の規定を準用する。 
（転科） 

第23条 他の学科に転科しようとする者は、保護者等と連署した転科願（第８号様式）を校長に提
出しなければならない。 

２ 校長は、前項の転科願を受けた場合において、教育上支障がなく、かつ、適当と認めたときは、
相当学年に転科を許可することができる。 

３ 前項の規定による転科の許可は、学年始めに行うものとする。 
（退学） 

第24条 病気その他の事由により退学しようとする幼児又は高等部の生徒は、保護者等と連署した
退学願（第９号様式）を校長に提出しなければならない。 

２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、退学を許可することができる。 
３ 校長は、前項の規定により退学を許可した場合は、速やかに教育委員会に報告しなければなら
ない。 
（留学） 

第25条 外国の高等学校等に留学しようとする者は、保護者等と連署した留学願（第10号様式）を
校長に提出しなければならない。 

２ 校長は、前項の留学願を受けた場合において、教育上有益と認めたときは、留学を許可するこ
とができる。 

３ 校長は、前項の規定により留学を許可したときは、生徒の在学証明書、成績証明書その他必要
な書類を留学先の高等学校等の校長に送付しなければならない。 

４ 校長は、留学を許可するに当たっては、あらかじめ、留学先の外国の高等学校等との間で協議
を行い、当該留学の概要を把握するものとする。ただし、やむを得ない事情により協議を行うこ
とが困難な場合は、学校間の協議を行わないことができる。 

５ 校長は、第２項の規定により留学を許可された生徒について、外国の高等学校等における履修
を当該生徒の在学する学校における履修とみなし、36単位を超えない範囲で単位の修得を認定す
ることができる。 

６ 校長は、前項の規定により単位の修得を認定された生徒について、第34条の規定に基づき、第
８条第１項に規定する学年の中途においても、各学年の課程の修了又は卒業を認定することがで
きる。 
（休学） 

第26条 病気その他の事由により、休学しようとする高等部の生徒は、保護者等と連署した休学願
（第11号様式）に医師の診断書その他の事由を証する書類等を添えて、校長に提出しなければな
らない。 

２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、休学を許可することができる。 



 

３ 休学の期間は、３月以上１年以内とする。 
４ 校長は、引き続き休学しようとする者が第１項に定める手続きを行ったときは、前項の規定に
かかわらず、当該休学を通算して３年以内の期間を限り延長することができる。 

５ 校長は、前項に定める休学の期間が満了し、なお復学できない者については、これを退学させ
るものとする。 
（休学の取消し） 

第27条 休学の許可を受けた者がその許可を受けた後、３月以内にその事由が消滅したときは、保
護者等と連署した休学取消願（第12号様式）に医師の診断書等その事由を証する書類を添え、校
長に休学の取消しを願い出ることができる。 

２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、休学を取り消すことができる。 
（復学） 

第28条 休学中の者が復学しようとするときは、保護者等と連署した復学願（第13号様式）に、病
気のときは医師の診断書を、その他の場合は理由書を添えて、校長に提出しなければならない。 

２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、復学を許可することができる。 
（再入学） 

第29条 退学した者が同一の学校へ再入学しようとするときは、保護者等と連署した再入学願（第
14号様式）を校長に提出しなければならない。 

２ 校長は、前項の再入学願の事由が適当であると認めたときは、相当学年に再入学を許可するこ
とができる。 

３ 再入学を許可された者については、第18条及び第19条の規定を準用する。 
（学習の評価） 

第30条 幼児又は児童生徒の学習の評価は、幼稚部教育要領及び学習指導要領に示されている領域
のねらい又は教科、科目等の目標を基準として行うものとする。 

２ 学習の評価の方法に関し必要な事項は、校長が定める。 
（単位認定） 

第31条 校長は、高等部の生徒が学校の定める指導計画に従って、各教科、科目等を履修し、その
成果が教科及び科目等の目標からみて満足できると認められる場合には、当該学年の学年末にお
いて、その各教科・科目等について履修した単位を修得したことを認定しなければならない。 

２ 校長は、教育上有益と認めたときは、高等部の生徒が当該校長の定めるところにより他の高等
学校等において一部の科目又は総合的な探究の時間の単位を修得したときは、その単位を当該生
徒の在学する学校が定めた全課程の修了を認めるに必要な単位数のうちに加えることができる。 

３ 校長は、教育上有益と認めたときは、当該校長の定めるところにより生徒が行う次に掲げる学
修を当該生徒の在学する学校における科目の履修とみなし、当該科目の単位を与えることができ
る。 
(１) 大学、高等専門学校又は専修学校の高等課程若しくは専門課程における学修その他の教育
施設等における学修で文部科学大臣が別に定めるもの 

(２) 知識及び技能に関する審査で文部科学大臣が別に定めるものに係る学修 
(３) ボランティア活動その他の継続的に行われる活動（当該生徒の在学する高等部の教育活動
として行われるものを除く。）に係る学修で文部科学大臣が別に定めるもの 

４ 第２項の規定に基づき加えることのできる単位数及び前項の規定に基づき与えることのできる
単位数の合計数は、36を超えないものとする。 
（指導要録・出席簿） 

第32条 幼児又は児童生徒の指導要録の様式及び出席簿の取扱いは、別に定める。 
（原級留置） 

第33条 校長は、次の各号に該当する児童生徒を原級に留め置くことができる。 
(１) 次条による学年の課程の修了又は卒業を認定できない者 
(２) 高等部については、所定の単位を履修できない者 
（卒業又は修了の認定） 

第34条 校長は、幼児又は児童生徒が所定の教育課程を履修し、その成果が満足できるものと認め
られる場合は、当該幼児又は児童生徒の卒業又は修了を認定する。 

２ 卒業又は修了を認定する時期は、３月とする。 
３ 校長は、卒業又は修了を認定した幼児又は児童生徒に対して、卒業証書（第15号様式）又は修
了証書（第16号様式）を授与する。 
（証明書等の交付） 

第35条 校長は、必要と認めた者に対して、次の証明書を交付するものとする。 
(１) 卒業証明書（第17号様式） 
(２) 修了証明書（第18号様式） 
(３) 在学証明書（第19号様式） 
(４) 学業成績証明書（第20号様式） 
（出席停止） 



 

第36条 校長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該幼児又は児童生徒に対して出席停止
を命ずることができる。この場合において、幼稚部、小学部又は中学部の幼児又は児童生徒にあ
ってはその保護者等に、高等部の生徒にあっては当該生徒に出席停止を命ずるものとする。 
(１) 伝染病にかかり、あるいはその疑いがあり、又はかかるおそれのある場合 
(２) 非常変災等で幼児又は児童生徒に危難がおよぶおそれがある場合 

２ 校長は、前項の規定により出席停止を指示した場合は、その旨を直ちに教育委員会に報告しな
ければならない。 
（欠席等の届出） 

第37条 幼児又は児童生徒が欠席するときは、その保護者等は、欠席届を校長に提出しなければな
らない。 

２ 校長は、生徒が次の各号に掲げる理由のため出席しなかったときは、欠席の取扱いをしない。 
(１) 忌引 
(２) 学校保健法（昭和33年法律第56号）第12条の規定による出席停止 
(３) 前２号に定めるもののほか、校長が必要と認めた場合 

３ 前項の忌引日数は、次のとおりとする。 
(１) 父母 ７日 
(２) 祖父母、兄弟、姉妹 ３日 
(３) 曾祖父母、伯叔父母 １日 
(４) その他同居の親族 １日 
（表彰） 

第38条 校長は、性行、学業その他について優秀な幼児又は児童生徒を表彰することができる。 
（懲戒処分） 

第39条 校長及び教員は、教育上必要があると認めたときは、児童又は生徒に懲戒を加えることが
できる。ただし、体罰を加えることはできない。 

２ 校長及び教員が児童生徒に懲戒を加えるに当たっては、児童生徒の心身の発達に応ずる等教育
上必要な配慮をしなければならない。 

３ 懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処分は、校長がこれを行う。 
４ 前項の退学は、高等部の生徒で、次の各号のいずれかに該当する者に対して行うことができる。 

(１) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 
(２) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 
(３) 正当な理由がなくて出席常でない者 
(４) 学校の秩序を乱し、その他生徒としての本分に反した者 

５ 第３項の停学は、小学部及び中学部の児童生徒に対しては行うことができない。 
６ 校長は、生徒に懲戒による退学を命じたときは、速やかに教育委員会に報告しなければならな
い。 
（事故の報告） 

第40条 校長は、校内又は校外の学校行事等において、職員若しくは幼児又は児童生徒に傷害、死
亡、集団的疾病その他重大又は異例な事故が発生したときは、直ちにその状況を教育委員会に連
絡するとともに、後日文書でもって詳細に報告しなければならない。 

２ 学校行事以外において発生した事故についても教育上重大なものについては、前項の例による
ものとする。 
（幼児又は児童生徒の異動等の届出） 

第41条 幼児又は児童生徒が住所又は氏名を変更したときは、その保護者等は、住所又は氏名変更
届を校長に提出しなければならない。 

２ 前項の氏名の変更については、戸籍抄本を添付するものとする。 
３ 幼児又は児童生徒が死亡したときは、その保護者等は死亡届を速やかに校長に提出しなければ
ならない。 
（寄宿舎への入舎） 

第42条 寄宿舎に入舎しようとする者は、保護者等及び保証人と連署した入舎願を校長に提出しな
ければならない。 
（成年者の特例） 

第42条の２ 成年者に係る第21条第１項から第３項まで、第22条第１項、第23条第１項、第24条第
１項、第25条第１項、第26条第１項、第27条第１項、第28条第１項、第29条第１項、第36条第１
項、第37条第１項、第41条第１項及び第３項並びに第42条の規定の適用については、第21条第１
項中「入学しようとする者は、保護者等（保護者その他の学校に対して幼児又は児童生徒に関す
る責任を負う者として教育委員会が定める者をいう。以下同じ。）のもとから通学できない状況
にある場合」とあるのは「入学しようとする者」と、同条第２項中「保護者等とともに幼児又は
児童生徒」とあるのは「生徒」と、同条第３項中「保護者等若しくは保証人」とあるのは「保証
人」と、第22条第１項、第23条第１項、第24条第１項、第25条第１項、第26条第１項、第27条第
１項、第28条第１項、第29条第１項、第36条第１項、第37条第１項及び第41条第１項中「保護者



 

等」とあるのは「保証人」と、同条第３項中「保護者等」とあるのは「遺族」と、第42条中「保
護者等及び保証人」とあるのは「保証人」とする。ただし、当該成年者が誓約書を提出した日に
おいて18歳未満である場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合において、当該成年者の保護者等であった者は、なお保護者等であるもの
とみなす。 

 
第４章 教職員及び学校組織 
（職員組織） 

第43条 学校には、校長、教頭、教諭、養護教諭及び事務職員を置く。 
２ 学校には、前項に定めるもののほか、必要に応じて、副校長、主幹教諭、助教諭、養護助教諭、
栄養教諭、講師、実習助手、その他必要な職員を置くことができる。 

３ 寄宿舎を設ける学校には、前２項に規定するもののほか、寄宿舎指導員を置く。 
（職務） 

第44条 前条に規定する職員の職務は、他に特別の定めがある場合を除き、次の各号に掲げるとお
りとする。 
(１) 校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 
(２) 副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさどる。 
(３) 教頭は、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）を助け、校務を整理し、
及び必要に応じて幼児又は児童生徒の教育をつかさどる。 

(４) 主幹教諭は、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）及び教頭を助け、命
を受けて校務の一部を整理し、並びに幼児又は児童生徒の教育をつかさどる。 

(５) 教諭は、幼児又は児童生徒の教育をつかさどる。 
(６) 助教諭は、教諭の職務を助ける。 
(７) 養護教諭は、幼児又は児童生徒の養護をつかさどる。 
(８) 養護助教諭は、養護教諭の職務を助ける。 
(９) 栄養教諭は、幼児又は児童生徒の栄養の指導及び管理をつかさどる。 
(10) 講師は、教諭又は助教諭に準ずる職務に従事する。 
(11) 事務職員は、事務に従事する。 
(12) 実習助手は、実験又は実習について、教諭の職務を助ける。 
(13) 寄宿舎指導員は、寄宿舎における児童生徒の日常生活上の世話及び生活指導に従事する。 
（校長の職務） 

第45条 学校教育法第82条において準用する同法第37条第４項に規定する校長の職務は、おおむね
次のとおりとする。 
(１) 学校教育の管理、所属職員の管理、学校施設の管理及び学校事務の管理に関すること。 
(２) 所属職員の職務上及び身分上の監督に関すること。 
(３) 前２号に規定するもののほか、職務上委任又は命令された事項に関すること。 

２ 校長は、所属職員の校務分掌を定める。 
３ 校長は、前項の規定により校務分掌を定めたときは、その概要を教育委員会に報告しなければ
ならない。 
（副校長及び教頭） 

第46条 副校長は、校長に事故あるときは、その職務を代理し、校長が欠けたときは、その職務を
行う。 

２ 教頭は、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）に事故あるときはその職務を
代理し、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）が欠けたときはその職務を行う。
この場合において教頭が２人以上あるときは、あらかじめ校長が教育委員会に届け出た順序で、
その職務を代理し、又は行う。 

３ 分校には、副校長又は教頭を置く。 
（校長の代理・代行） 

第47条 学校教育法第82条において準用する同法第37条第５項に規定する副校長が校長の職務を代
理し、又は行う場合は、次の場合とする。 
(１) 職務を代理する場合 校長が海外出張、海外旅行、休職又は１カ月以上にわたる病気等で
職務を執行することができない場合 

(２) 職務を行う場合 校長が死亡、退職、免職又は失職により欠けた場合 
２ 前項の規定により副校長が校長の職務を代理し、又は行う場合及びそれが終了した場合は、校
長又は副校長は、教育委員会に報告しなければならない。 

３ 学校教育法第82条において準用する同法第37条第７項に規定する教頭が校長の職務を代理し、
又は行う場合は、次の場合とする。 
(１) 職務を代理する場合 校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）が海外出張、
海外旅行、休職又は１カ月以上にわたる病気等で職務を執行することができない場合 

(２) 職務を行う場合 校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）が死亡、退職、



 

免職又は失職により欠けた場合 
４ 前項の規定により教頭が校長の職務を代理し、又は行う場合及びそれが終了した場合は、校長、
副校長又は教頭は、教育委員会に報告しなければならない。 
（事務長等） 

第48条 学校には、事務長、事務主査、副主査、主任及び事務主事を置くことができる。 
２ 事務長は、校長の監督を受け、事務職員その他の職員が行う事務を総括し、その他事務をつか
さどる。 

３ 事務主査は、事務長を補佐し、上司の命を受け、特定の事務を処理する。 
４ 副主査は、上司の命を受け、担任の事務を分掌する。 
５ 主任は、上司の命を受け、庶務、会計その他の事務を分掌する。 
６ 事務主事は、上司の命を受け、庶務、会計その他の事務に従事する。 
（その他の職員） 

第49条 学校には、必要に応じて、学校栄養主査、学校栄養職員、調理員、介助員、用務員、警備
員、運転士、副主査、主任及び技術職員を置くことができる。 

２ 学校栄養主査は、校長の監督を受け、献立の作成その他栄養に関する業務を処理する。 
３ 学校栄養職員は、上司の命を受け、献立の作成その他栄養に関する業務に従事する。 
４ 調理員は、上司の命を受け、給食等に関する労務に従事する。 
５ 介助員は、上司の命を受け、幼児又は児童生徒の介助等の業務に従事する。 
６ 用務員は、上司の命を受け、学校の環境の整備その他の用務に従事する。 
７ 警備員は、上司の命を受け、学校の警備に従事する。 
８ 運転士は、上司の命を受け、自動車の運転業務に従事する。 
９ 副主査は、上司の命を受け、技術に関する担任の業務を分掌する。 
10 主任は、上司の命を受け、技術に関する業務を分掌する。 
11 技術職員は、上司の命を受け、技術に関する業務に従事する。 
（学校医等） 

第50条 学校には、非常勤の職員の職として、学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を置くものとす
る。 

２ 前項の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、教育委員会が委嘱する。 
３ 学校には、必要に応じて、臨時又は非常勤の職員の職として、講師等を置くことができる。 
（各部の主事） 

第51条 学校の幼稚部、小学部、中学部及び高等部の各部に主事を置く。ただし、幼稚部の主事は、
小学部の主事が兼ねるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別の事情があるときは、主事を置かないことができる。 
３ 各部の主事は、その部に属する教諭の中から、教育委員会が任命する。 
４ 各部の主事は、校長の監督を受け、その部に関する校務をつかさどる。 
（主任等） 

第52条 学校には、教務主任、学年主任、生徒指導主任、進路指導主任、保健主事、環境整備主任、
専修講座主任、図書視聴覚主任及び司書教諭を置く。ただし、特別の事情があるときは、教務主
任、学年主任、生徒指導主任、進路指導主任、環境整備主任、専修講座主任、図書視聴覚主任及
び司書教諭を置かないことができる。 

２ 教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する事項についての連絡調
整及び指導・助言に当たる。 

３ 学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項についての連絡調整及び指
導・助言に当たる。 

４ 生徒指導主任は、校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさどり、当該事項について
の連絡調整及び指導・助言に当たる。 

５ 進路指導主任は、校長の監督を受け、生徒の職業選択の指導その他の進路の指導に関する事項
をつかさどり、当該事項についての連絡調整及び指導・助言に当たる。 

６ 保健主事は、校長の監督を受け、学校における保健に関する事項の管理に当たる。 
７ 環境整備主任は、校長の監督を受け、学校の環境整備に関する事項をつかさどり、当該事項に
ついての連絡調整及び指導・助言に当たる。 

８ 専修講座主任は、校長の監督を受け、学校における科目履修生に関する事項をつかさどり、当
該事項についての連絡調整及び指導・助言に当たる。 

９ 図書視聴覚主任は、校長の監督を受け、図書視聴覚に関する事項をつかさどり、当該事項につ
いての連絡調整及び指導・助言に当たる。 

10 司書教諭は、校長の監督を受け、学校図書館の管理運営にあたるとともに、生徒の読書指導等
図書館機能の活用に当たる。 
（学科主任等） 

第53条 ２以上の学科を置く学校には専門教育を主とする学科ごとに学科主任を置くことができる。 
２ 学科主任は、校長の監督を受け、当該学科の教育活動に関する事項についての連絡調整及び指



 

導・助言に当たる。 
（寮務主任及び舎監） 

第54条 寄宿舎を設ける学校には、寮務主任及び舎監を置く。ただし、特別の事情のあるときは、
寮務主任を置かないことができる。 

２ 寮務主任は、校長の監督を受け、寮務に関する事項についての連絡調整及び指導・助言に当た
る。 

３ 舎監は、校長の監督を受け、寄宿舎の管理及び寄宿舎における児童生徒の教育に当たる。 
（その他の主任等） 

第55条 学校においては、この規則に定めるもののほか、必要に応じ校務を分担する主任等を置く
ことができる。 
（任命及び任期） 

第56条 第52条から第55条までに規定する主任等は、当該学校の教諭（保健主事にあっては教諭又
は養護教諭）のうちから、校長が命じ、教育委員会に報告しなければならない。 

２ 前項に規定する主任等の任期は、主任等に命じられた日から当該学年度の末日までとする。 
３ 前項に規定する主任等は、再任されることがある。 
（職員会議） 

第57条 校長は、その職務を補助させるため、職員会議を置く。 
２ 職員会議は、校長が主宰する。 
３ 職員会議は、校長が必要と認めた校務について審議し、伝達を行い、及び職員相互の連絡調整
を行うものとする。 

４ 前項に定めるもののほか、職員会議について必要な事項は、校長が定める。 
（学校評議員） 

第58条 学校には、学校評議員を置く。 
２ 学校評議員は、校長の求めに応じて、学校運営に関し意見を述べることができる。 
３ 学校評議員は、校長の推薦に基づき教育委員会が委嘱するものとする。 
４ 学校評議員について必要な事項は、教育委員会が別に定める。 
（学校評価） 

第59条 校長は、学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を行い、その結果を
公表するものとする。 

２ 前項の評価を行うに当たっては、校長は、その実情に応じ、適切な項目を設定して行うものと
する。 

３ 校長は、第１項の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の幼児又は児童生徒の保護者等そ
の他の当該学校の関係者（当該学校の職員を除く。）による評価を行い、その結果を公表するも
のとする。 

４ 校長は、第１項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を行った場合はその結果を、
教育委員会に報告するものとする。 
（事務処理・公印） 

第60条 学校における文書処理、公印の取扱いその他の事務処理については、別に定めるところに
よる。 
（職員の出張） 

第61条 職員の出張は、校長が命ずる。 
２ 校長が５日以上にわたって出張しようとするときは、あらかじめ教育委員会に届け出なければ
ならない。 
（職員の服務） 

第62条 この規則に定めるもののほか、職員の服務に関し必要な事項は、別に定めるところによる。 
（勤務時間等） 

第63条 職員の勤務時間、勤務時間の割振り、休日及び休暇等については、別に定めるところによ
る。 
（職員の休暇） 

第64条 職員の休暇は、校長が承認する。 
２ 前項の規定にかかわらず、引き続き３日を越える校長の休暇は、教育委員会の承認を得なけれ
ばならない。 
（私事旅行） 

第65条 校長は、私事のため海外旅行又は７日を超える県外旅行をしようとするときは、あらかじ
め教育委員会に届け出なければならない。 
（職務専念義務の免除） 

第66条 職員の職務に専念する義務の免除は、校長が承認する。ただし、校長の７日を超えるもの
については、教育委員会が承認する。 
（職員の部分休業） 

第67条 職員の部分休業は校長が承認する。ただし、校長の部分休業は、教育委員会が承認する。 



 

（宿日直） 
第68条 学校は、必要があるときは、日曜日、土曜日、休日、休日の代休日その他正規の勤務時間
外において日直又は宿直を置くものとする。 

２ 前項の日直又は宿直は、校長の命により職員が行わなければならない。 
３ 日直又は宿直に関しその他の必要な事項は、別に定めるところによる。 
（研修） 

第69条 職員が授業に支障のない範囲で勤務場所を離れて研修に従事しようとするときは、教育委
員会が別に定めるところにより校長の承認を受けなければならない。 

２ 校長は、前項の規定により研修に従事した職員に対し、必要に応じて研修報告書の提出を求め
ることができる。 
（事務引継） 

第70条 職員が、退職、辞職、配置換、休養、休暇等を命じられたときは、校長にあっては教育委
員会の指定する職員に、その他の職員にあっては校長の指定する職員に、担当事務を引き継ぐも
のとする。 
（職員の事故や進退に関する意見具申等） 

第71条 校長は、所属職員の任免その他の進退に関する意見を教育委員会に申し出ることができる。 
２ 校長は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに教育委員会に報告しなければ
ならない。 
(１) 死亡したとき。 
(２) 公務上の災害を受けたと認められるとき。 
(３) 学校教育法第９条第１号、第２号又は第４号に該当することとなったとき。 
(４) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条第１項第１号から第３号まで又は同条第２項
各号のいずれかに該当すると認められたとき。 

(５) 病気休暇の期間が30日を超えたとき。 
(６) 病気休暇の期間が沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例（昭和47年沖縄県
条例第43号）第12条に規定する期間の満了前１月に達したとき。 

(７) 欠勤（職員が、教育委員会又はその委任を受けた者の命令、許可又は承認を受けないで、
当該職員に割り振られた勤務時間内において勤務しない場合をいう。ただし、沖縄県職員の勤
務時間、休日及び休暇に関する条例第７条に規定する日を除く。）したとき。 

(８) 前各号に掲げるもののほか、事故、非行その他服務上又は身分上の取扱いを要すると認め
られる事実が発生したとき。 

 
第５章 施設・設備 
（管理責任者） 

第72条 校長は、その所管に属する財産を管理しなければならない。 
（財産管理） 

第73条 財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的に、
これを運用しなければならない。 
（諸帳簿） 

第74条 校長は、施設及び設備（備品を含む。以下同じ。）に関する諸帳簿を整理し、その現有状
況を明らかにしておかなければならない。 
（寄宿舎） 

第75条 寄宿舎の管理運営に関する事項については、校長が定める。 
（施設・設備の利用） 

第76条 校長は、学校の施設及び設備を別に定めるところにより社会教育その他公共のために利用
させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、10日以上又は異例の利用の場合には、あらかじめ教育委員会の指示
を受けなければならない。 
（学校保健計画書及び学校安全計画書の提出） 

第77条 校長は、毎年３月末日までに、翌年度にかかる幼児又は児童生徒及び職員の保健並びに安
全に関する事項について計画を立て、学校保健計画書及び学校安全計画書を教育委員会に提出し
なければならない。 
（防火管理者） 

第78条 校長は、消防法（昭和23年法律第186号）第８条の規定に基づき、学校の防火管理者を定め
て所轄の消防長又は消防署長に届け出るとともに、防火管理者指定報告書（第21号様式）により、
教育委員会に報告しなければならない。 

２ 校長は、毎年度始めに学校の防火その他の防災の計画を作成し、教育委員会に報告しなければ
ならない。 
（非常持出） 

第79条 校長は、学校の重要な物品、文書、教育記録に関するもの等について、非常持出目録を作



 

成し、搬出すべき文書、物品等には、あらかじめ標識を付しておかなければならない。 
（火気取締責任者） 

第80条 校長は、各教室その他の室ごとに火気取締責任者を置き、常に火災予防及び火気取締に当
たらせる等防火管理上必要な業務を行う。 
（非常変災の措置） 

第81条 校長は、台風その他の非常変災が発生し、又は発生のおそれがあるときは、その状況に応
じて人命の安全と施設・設備の保全を図るため、適当な措置を講じなければならない。 
（き損亡失の報告） 

第82条 校長は、その所管に属する財産にき損又は亡失の事故が発生したときは、速やかに、事故
発生の日時、種別、被害の程度、原因、応急処置状況その他必要と認める事項を教育委員会に報
告しなければならない。 
（学校備付表簿） 

第83条 学校において備え付けなければならない表簿は、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令
第11号）第28条に規定するもののほか、次のとおりとする。 
(１) 学校沿革誌 
(２) 卒業（修了）証書授与台帳 
(３) 旧職員履歴書つづり 
(４) 学校要覧 
(５) 公文書つづり 
(６) 統計調査表つづり 
(７) 教育指導計画書つづり 
(８) 転学者、退学者、留学者、休学者名簿 
(９) 生徒賞罰関係つづり 
(10) 職員進退給与関係つづり 
(11) 職員旅行命令簿及び復命書つづり 
(12) 願書届け出報告書つづり 
(13) 宿日直日誌 
(14) 警備日誌 
(15) 職員会議録 
(16) その他法令等に規定するもの 

２ 前項の表簿中第１号から第３号までは永年、第４号は20年、その他の表簿は５年間保存しなけ
ればならない。 

 
第６章 補則 
（委任） 

第84条 この規則の施行に関し必要な事項は、沖縄県教育委員会教育長が別に定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

別表第１（第３条関係） 

名称 位置 障害の種類 部 科 修業年限 学科 

沖縄県立沖縄盲学校 南風原町字兼城 視覚障害 幼稚部  １年、２年、３年  

   小学部  ６年  

   中学部  ３年  

   高等部  ３年 普通科 

    専攻科 ３年 保健理療科 

理療科 

沖縄県立沖縄ろう学校 北中城村字屋宜原 聴覚障害 幼稚部  １年、２年、３年  

   小学部  ６年  

   中学部  ３年  

   高等部  ３年 普通科 

沖縄県立名護特別支援学校 名護市字宇茂佐 知的障害 

肢体不自由 

視覚障害 

聴覚障害 

病弱 

幼稚部  １年、２年、３年  

 小学部  ６年  

  中学部  ３年  

  高等部  ３年 普通科 

沖縄県立美咲特別支援学校 沖縄市美里 知的障害 幼稚部  １年、２年、３年  

  小学部  ６年  

   中学部  ３年  

   高等部  ３年 普通科 

 美里高等学校分教室 沖縄市松本 知的障害 高等部  ３年 普通科 

 総合教育センター分教

室 

沖縄市与儀 知的障害 高等部  ３年 普通科 

沖縄県立はなさき支援学校 北中城村字屋宜原 知的障害 小学部  ６年  

 中学部  ３年  

 高等部  ３年 普通科 

沖縄県立大平特別支援学校 浦添市大平 知的障害 小学部  ６年  

  中学部  ３年  

  高等部  ３年 普通科 

 久米島高等学校分教室 久米島町字嘉手苅 知的障害 高等部  ３年 普通科 

沖縄県立那覇みらい支援学

校 

那覇市古波蔵 知的障害 

肢体不自由 

病弱 

小学部  ６年  

中学部  ３年  

高等部  ３年 普通科 

沖縄県立島尻特別支援学校 八重瀬町字友寄 知的障害 

肢体不自由 

幼稚部  １年、２年、３年  

小学部  ６年  

  中学部  ３年  

   高等部  ３年 普通科 

 真和志高等学校分教室 那覇市字真地 知的障害 高等部  ３年 普通科 

沖縄県立西崎特別支援学校 糸満市西崎 知的障害 幼稚部  １年、２年、３年  

  小学部  ６年  

   中学部  ３年  

   高等部  ３年 普通科 

沖縄県立宮古特別支援学校 宮古島市平良字狩

俣 

知的障害 

肢体不自由 

視覚障害 

聴覚障害 

病弱 

幼稚部  １年、２年、３年  

 小学部  ６年  

  中学部  ３年  

  高等部  ３年 普通科 

沖縄県立八重山特別支援学

校 

石垣市字宮良 知的障害 

肢体不自由 

視覚障害 

聴覚障害 

病弱 

幼稚部  １年、２年、３年  

 小学部  ６年  

  中学部  ３年  

  高等部  ３年 普通科 

沖縄県立沖縄高等特別支援

学校 

うるま市字田場 知的障害 高等部  ３年 就労技術科 

沖縄県立中部農林高等支援

学校 

うるま市字田場 知的障害 高等部  ３年 総合実務科 



 

沖縄県立陽明高等支援学校 浦添市大平 知的障害 高等部  ３年 総合産業科 

沖縄県立南風原高等支援学

校 

南風原町字津嘉山 知的障害 高等部  ３年 産業科 

沖縄県立やえせ高等支援学

校 

八重瀬町字友寄 知的障害 高等部  ３年 産業科 

沖縄県立桜野特別支援学校 名護市字宇茂佐 肢体不自由 

病弱 

小学部  ６年  

中学部  ３年  

 高等部  ３年 普通科 

沖縄県立泡瀬特別支援学校 沖縄市字比屋根 肢体不自由 小学部  ６年  

中学部  ３年  

  高等部  ３年 普通科 

沖縄県立鏡が丘特別支援学

校 

浦添市当山 肢体不自由 

病弱 

小学部  ６年  

 中学部  ３年  

 高等部  ３年 普通科 

 浦添分校 浦添市経塚 肢体不自由 小学部  ６年  

   中学部  ３年  

    高等部  ３年 普通科 

沖縄県立那覇特別支援学校 那覇市寄宮 肢体不自由 小学部  ６年  

 中学部  ３年  

  高等部  ３年 普通科 

沖縄県立森川特別支援学校 西原町字森川 病弱 小学部  ６年  

 中学部  ３年  

  高等部  ３年 普通科 

別表第２（第６条の２関係） 

併設型特別支援学校 併設型高等学校 

沖縄県立中部農林高等支援学校 沖縄県立中部農林高等学校 

沖縄県立陽明高等支援学校 沖縄県立陽明高等学校 

沖縄県立南風原高等支援学校 沖縄県立南風原高等学校 

沖縄県立やえせ高等支援学校 沖縄県立南部商業高等学校 

 

 



 

第２章 ２ 勤務時間、休日及び休暇等に関する規則 
 

制定：昭和47年５月15日人事委員会規則第26号 
最終改正：令和４年３月31日人事委員会規則第10号 

 
（趣旨） 

第１条 この規則は、沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例（昭和47年沖縄県条例
第43号。以下「条例」という。）に基づき、勤務時間、休日及び休暇等に関し必要な事項を定め
るものとする。 
（週休日及び勤務時間の割振りの基準） 

第２条 任命権者は、条例第３条第３項の規定に基づき、特別の勤務に従事する職員の週休日（条
例第３条第１項に規定する週休日をいう。以下同じ。）及び勤務時間の割振りについて別に定め
る場合には、４週間ごとの期間についてこれを定め、当該期間内に８日（地方公務員の育児休業
等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第10条第３項の規定によ
り同条第１項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職
員（育児休業法第17条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員を含む。以下「育児短時
間勤務職員等」という。）、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項若しくは第
28条の５第１項又は同法第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員で同法第
28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」という。）
並びに育児休業法第18条第１項の規定により採用された同項に規定する短時間勤務職員及び沖縄
県一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年沖縄県条例第52号）第４条の規定により
採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）にあつては、８日以上）の週休日を
設け、勤務時間を割り振られた日が引き続き12日を超えないようにし、かつ、１回の勤務に割り
振られる勤務時間が15時間30分を超えないようにしなければならない。 

２ 任命権者は、特別の勤務に従事する職員のうち、職員の職務の特殊性又はその公署の特殊の必
要により、週休日及び勤務時間の割振りを４週間ごとの期間について定めること又は週休日を４
週間につき８日（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあ
つては、８日以上）とすることが困難であると認められる職員については、週休日が毎４週間に
つき４日以上となるようにし、勤務時間を割り振られた日が引き続き12日を超えないようにし、
かつ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が15時間30分を超えないようにする場合に限り、前項
の規定にかかわらず、人事委員会の承認を得て、52週間を超えない範囲内で定める期間ごとに週
休日及び勤務時間の割振りについて別に定めることができる。 
（週休日の振替え及び半日勤務時間の割振り変更） 

第３条 条例第３条第４項の人事委員会規則で定める期間は、同項の勤務することを命ずる必要が
ある日を起算日とする４週間前の日から当該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする
８週間後の日までの期間とする。 

２ 条例第３条第４項の人事委員会規則で定める勤務時間は、４時間（以下「半日勤務時間」とい
う。）とする。 

３ 条例第３条第４項の規定に基づき割り振ることをやめることとなる半日勤務時間は、第１項に
規定する期間内にある勤務日（条例第３条第４項に規定する勤務日をいう。以下同じ。）のうち、
半日勤務時間のみが割り振られている日以外の勤務日の勤務時間の始まる時刻から連続し、又は
勤務時間の終わる時刻まで連続する勤務時間とする。 

４ 任命権者は、週休日の振替え（条例第３条第４項の規定に基づき、勤務日を週休日に変更して、
当該勤務日に割り振られた勤務時間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ること
をいう。以下同じ。）又は半日勤務時間の割振り変更（同項の規定に基づき、半日勤務時間のみ
が割り振られている日以外の勤務日の勤務時間のうち半日勤務時間を当該勤務日に割り振ること
をやめて当該半日勤務時間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。
以下同じ。）を行う場合には、週休日の振替え又は半日勤務時間の割振り変更を行つた後におい
て、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、かつ、勤務時間を割り振られた日が引き
続き24日を超えないようにしなければならない。 

５ 任命権者は、週休日の振替え又は半日勤務時間の割振り変更を行つた場合には、職員に対して
速やかにその旨を通知しなければならない。 
（週休日等の特例） 

第４条 任命権者は、業務又は勤務条件の特殊性により、前２条の規定により難いときは、人事委
員会の承認を得て、週休日、勤務時間の割振り、週休日の振替え及び半日勤務時間の割振り変更
につき別段の定めをすることができる。 
（休憩時間の変更） 

第４条の２ 任命権者は、条例第４条第２項の規定に基づき、業務の運営を考慮して必要があると
認めるときは次項により、職員の健康及び福祉を考慮して必要があると認めるときは第３項によ
り、同条第１項の休憩時間を45分以上１時間未満とすることができる。 
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２ 任命権者は、次に掲げる場合に該当する公署については、当該公署における条例第４条第１項
の休憩時間を45分以上１時間未満とすることができる。 
(１) 交替で勤務させる必要のある職員がいる場合 
(２) 職務の特殊性又は公署の特殊の必要により、条例第４条第１項の休憩時間を与えることが
当該公署の業務の運営に支障を来すこととなる場合 

３ 任命権者は、次に掲げる場合に該当する職員（前項の規定により休憩時間を45分以上１時間未
満とすることとされた公署に勤務する職員を除く。）から申出があり、かつ、公務の運営に支障
がないと認められるときは、当該職員に係る条例第４条第１項の休憩時間を45分以上１時間未満
とすることができる。 
(１) 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者（届出をしないが事実上婚
姻関係と同様の事情にある者を含む。）で当該子の親であるものが、次のアからウまでに掲げ
る場合のいずれにも該当する者である職員を除く。第２号において同じ。）が当該子を養育す
る場合 
ア 就業していない場合（就業日数が１月について３日以下の場合を含む。） 
イ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により当該子を養育することが困難な状態に
ない場合 

ウ ８週間（多胎妊娠の場合にあつては、14週間）以内に出産する予定がなく、又は産後８週
間を経過している場合 

(２) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部に就学している子のある職員
が当該子を送迎するため、その住居以外の場所に赴く場合 

(３) 条例第17条の２第１項に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」と
いう。）を介護する職員が当該要介護者を介護する場合 

(４) 交通機関を利用して通勤した場合に、出勤について職員の住居を出発した時刻から始業の
時刻までの時間と退勤について終業の時刻から職員の住居に到着するまでの時間を合計した時
間（交通機関を利用する時間に限る。）が、終業の時刻を早めることにより30分以上短縮され
ると認められる場合（始業及び終業の時刻を変更することにより、当該合計した時間を30分以
上短縮できる場合を除く。） 

(５) 通勤手当に関する規則（昭和47年沖縄県人事委員会規則第16号）第11条に規定する交通用
具を使用して通勤した場合（通勤距離が60キロメートル以上である場合に限る。）に、出勤に
ついて職員の住居を出発した時刻から始業の時刻までの時間と退勤について終業の時刻から職
員の住居に到着するまでの時間を合計した時間（同条に規定する交通用具を使用する時間に限
る。）が、終業の時刻を早めることにより30分以上短縮されると認められる場合（始業及び終
業の時刻を変更することにより、当該合計した時間を30分以上短縮できる場合を除く。） 

(６) 妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が当該女性職員の母体又は胎児
の健康保持に影響があると認められる場合 

(７) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する高等学校、大学若しくは高等専門学
校、同法第124条に規定する専修学校又は同法第134条第１項に規定する各種学校並びにこれら
に準ずる教育施設で任命権者が認めたものにおいて修学する場合 

（休憩時間の特例） 
第５条 任命権者は、次に掲げる場合は、条例第４条第３項の規定により休憩時間を一斉に与えな
いことができる。 
(１) 交替で勤務させる必要のある職員がいる場合 
(２) 同一公署内において勤務場所を異にする職員がいる場合で、業務の運営上必要があると認
められる場合（前号に該当する場合を除く。） 

(３) 同一公署内において、職員を業務の運営上必要な数の組に分け、それぞれの組ごとに異な
る休憩時間を置くことが必要であると認められる場合（前２号に該当する場合を除く。） 

(４) 前３号に掲げる場合のほか、任命権者が職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要があると
認める場合で、休憩時間を一斉に与えないことにより実態として休憩の自由利用が妨げられず、
かつ、勤務を過重なものとしないと認められる場合 

２ 任命権者は、条例第４条第３項の規定より休憩時間を一斉に与えないこととする場合は、あら
かじめ、休憩時間を一斉に与えないこととする職員の範囲及び当該職員に対する休憩時間の付与
の方法について定めなければならない。 
（時間外勤務等を命ずる時間及び月数の上限） 

第５条の２ 任命権者は、職員に時間外勤務等（条例第６条に規定する正規の勤務時間を超え、又
は週休日、休日（条例第７条に規定する休日をいう。以下同じ。）若しくは代休日（条例第７条
の２第１項に規定する代休日をいう。以下同じ。）に命ぜられて行う勤務をいい、第５項に規定
する職員及び警察職員のうち条例第３条第３項の規定により特別の勤務に従事する職員が休日又
は代休日に命ぜられて行う勤務を除く。以下この条において同じ。）を命ずる場合には、職員の
健康及び福祉を害しないように考慮しなければならない。 

２ 任命権者は、職員に時間外勤務等を命ずる場合には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、そ



 

れぞれ当該各号に定める時間及び月数の範囲内で必要最小限の時間外勤務等を命ずるものとする。 
(１) 次号に規定する勤務箇所以外の勤務箇所に勤務する職員 次に掲げる職員の区分に応じ、
それぞれ次に定める時間及び月数（アにあっては、時間） 
ア イに掲げる職員以外の職員 次の(ア)及び(イ)に定める時間 

(ア) １箇月において時間外勤務等を命ずる時間について45時間 
(イ) １年において時間外勤務等を命ずる時間について360時間 

イ １年において勤務する勤務箇所が次号に規定する勤務箇所からこの号に規定する勤務箇所
となった職員 ア及び次号に規定する時間及び月数並びに職員の健康及び福祉を考慮して、
人事委員会が別に定める期間において人事委員会が別に定める時間及び月数 

(２) 他律的業務（業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に関する事項を自ら決定するこ
とが困難な業務をいう。）の比重が高い勤務箇所又は通常予見することのできない業務量の大
幅な増加等に伴い臨時若しくは緊急に処理しなければならないものに従事することが見込まれ
る勤務箇所として任命権者が指定するものに勤務する職員 次のアからエまでに定める時間及
び月数 
ア １箇月において時間外勤務等を命ずる時間について100時間未満 
イ １年において時間外勤務等を命ずる時間について720時間 
ウ １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月、３箇月、４箇月及び
５箇月の期間を加えたそれぞれの期間において時間外勤務等を命ずる時間の１箇月当たりの
平均時間について80時間 

エ １年のうち１箇月において45時間を超えて時間外勤務等を命ずる月数について６箇月 
３ 任命権者が、特例業務（大規模な災害への対処その他の重要な業務であって特に緊急に処理す
ることを要するものとして任命権者が定めるものをいう。）に従事する職員に対し、前項各号に
規定する時間又は月数を超えて時間外勤務等を命ずる必要がある場合については、同項の規定は、
適用しない。この場合において、任命権者は、当該超えた部分の時間外勤務等を必要最小限のも
のとしなければならない。 

４ 任命権者は、第２項第１号アに規定する時間を超えて時間外勤務等を命ぜられた職員に対し、
その健康及び福祉を確保するための適切な措置を講じなければならない。 

５ 労働基準法（昭和22年法律第49号）第36条第１項の協定をした事業場に勤務する職員（公立の
義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和46年法律第77号）第２条第２項
に規定する教育職員を除く。）については、第２項から前項までの規定は、適用しない。 

６ 任命権者は、第２項各号に規定する時間若しくは月数を超えて時間外勤務等を命じた場合又は
第３項に規定する特例業務に従事する職員に時間外勤務等を命じた場合（前項に規定する職員に
あっては、労働基準法第36条第１項の協定で定めた同条第２項第４号の労働時間を延長して労働
させることができる時間（１日について定めた時間を除く。）を超えて時間外勤務等を命じた場
合又は同法第33条第１項の規定により時間外勤務等を命じた場合）は、時間外勤務等を命ずるこ
とが公務の運営上真にやむを得なかったのかどうかについて事後に検証を行うものとする。 

７ 任命権者は、育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員に時間
外勤務等を命ずる場合には、育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤
務職員の正規の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の正規の勤務時間より短く定められ
ている趣旨に十分留意しなければならない。 
（時間外勤務代休時間の指定） 

第５条の３ 条例第６条の２第１項の人事委員会規則で定める期間は、沖縄県職員の給与に関する
条例（昭和47年沖縄県条例第53号。以下この条において「給与条例」という。）第22条第５項に
規定する60時間を超えて勤務した全時間に係る月（次項において「60時間超過月」という。）の
末日の翌日から同日を起算日とする２月後の日までの期間とする。 

２ 任命権者は、条例第６条の２第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間（同項に規定する時間
外勤務代休時間をいう。以下同じ。）を指定する場合には、前項に規定する期間内にある勤務日
等（休日及び代休日を除く。第４項において同じ。）に割り振られた勤務時間のうち、時間外勤
務代休時間の指定に代えようとする時間外勤務手当の支給に係る60時間超過月における給与条例
第22条第５項の規定の適用を受ける時間（以下この項及び第６項において「60時間超過時間」と
いう。）の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時間数の時間を指定するものとする。 
(１) 給与条例第22条第２項第１号に掲げる勤務に係る時間（次号に掲げる時間を除く。） 当
該時間に該当する60時間超過時間の時間数に100分の25を乗じて得た時間数 

(２) 沖縄県職員の育児休業等に関する条例（平成４年沖縄県条例第６号）第15条（同条例第22
条において準用する場合を含む。）又は第24条の規定により読み替えられた給与条例第22条第
２項ただし書又は第３項（沖縄県一般職員の任期付職員の採用等に関する条例第10条第２項の
規定により読み替える場合を含む。）に規定する７時間45分に達するまでの間の勤務に係る時
間 当該時間に該当する60時間超過時間の時間数に100分の50を乗じて得た時間数 

(３) 給与条例第22条第２項第２号に掲げる勤務に係る時間 当該時間に該当する60時間超過時
間の時間数に100分の15を乗じて得た時間数 



 

(４) 給与条例第22条第４項に規定する割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間 
当該時間に該当する60時間超過時間の時間数に100分の25を乗じて得た時間数 

３ 前項の場合において、その指定は、４時間又は７時間45分（年次休暇の時間に連続して時間外
勤務代休時間を指定する場合にあつては、当該年次休暇の時間の時間数と当該時間外勤務代休時
間の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間45分となる時間）を単位として行うものとする。 

４ 任命権者は、条例第６条の２第１項の規定に基づき１回の勤務に割り振られた勤務時間の一部
について時間外勤務代休時間を指定する場合には、第１項に規定する期間内にある勤務日等の始
業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間について行わなければならない。た
だし、任命権者が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して必要があると認める場合は、
この限りでない。 

５ 任命権者は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨申し出た場合には、
時間外勤務代休時間を指定しないものとする。 

６ 任命権者は、条例第６条の２第１項に規定する措置が60時間超過時間の勤務をした職員の健康
及び福祉の確保に配慮したものであることにかんがみ、前項に規定する場合を除き、当該職員に
対して時間外勤務代休時間を指定するよう努めるものとする。 
（育児を行う職員の早出遅出勤務） 

第５条の４ 条例第６条の３第１項第２号の人事委員会規則で定めるものは、児童福祉法（昭和22
年法律第164号）第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイサービスを行う事業若しくは同法
第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う施設、同条第14項に規定する子育て
援助活動支援事業における同項各号に掲げる援助を行う場所、障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第77条第１項に規定する地域生活支援事業
として実施する日中における一時的な見守り等の支援を行う施設又は人事委員会が定める事業と
して実施する放課後等における学習その他の活動を行う場所にその子（各事業を利用するものに
限る。）を出迎えるため赴き、又は見送るため赴く職員とする。 
（育児を行う職員の深夜勤務の制限） 

第５条の５ 条例第６条の４第１項の人事委員会規則で定める者は、次のいずれにも該当するもの
とする。 
(１) 深夜において就業していない者（深夜における就業日数が１月について３日以下の者を含
む。）であること。 

(２) 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を養育することが困難な
状態にある者でないこと。 

(３) ８週間（多胎妊娠の場合にあつては、14週間）以内に出産する予定である者又は産後８週
間を経過しない者でないこと。 

（代休日の指定） 
第５条の６ 条例第７条の２第１項の規定による代休日の指定は、勤務することを命じた休日を起
算日とする８週間後の日までの期間内にあり、かつ、当該休日に割り振られた勤務時間と同一の
時間数の勤務時間が割り振られた勤務日等（条例第６条の２第１項の規定により時間外勤務代休
時間が指定された勤務日等及び休日を除く。）について行わなければならない。 

２ 任命権者は、職員があらかじめ代休日の指定を希望しない旨申し出た場合には、代休日を指定
しないものとする。 
（年次休暇の日数等） 

第６条 条例第９条第１項の人事委員会規則で定める日数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、
当該各号に定める日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）とする。
ただし、その日数が労働基準法（昭和22年法律第49号）第39条第１項から第３項までの規定によ
り付与すべきものとされている日数を下回る場合には、これらの規定により付与すべきものとさ
れている日数とする。 
(１) 斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間
勤務職員のうち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間が同一であるものをい
う。以下同じ。） 20日に斉一型短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た
数を乗じて得た日数 

(２) 不斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時
間勤務職員のうち、斉一型短時間勤務職員以外のものをいう。以下同じ。） 155時間に条例第
２条第２項、第３項又は第４項の規定に基づき定められた不斉一型短時間勤務職員の勤務時間
（１時間未満の端数があるときは、これを切り上げた時間）を38時間45分で除して得た数を乗
じて得た時間数を、７時間45分を１日として日に換算して得た日数 

２ 条例第９条第２項の人事委員会規則で定める職員（以下「特定職員」という。）は次に掲げる
職員とし、同項の人事委員会規則で定める日は９月１日とする。 
(１) 沖縄県立高等学校等の設置に関する条例（昭和47年沖縄県条例第22号）第１条に規定する
県立学校に勤務する職員（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）
第18条第４項の規定により指導主事に充てられた者（以下「指導主事」という。）を除く。） 



 

(２) 市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第135号）第１条及び第２条に規定する職員（指
導主事を除く。） 

３ 条例第９条第３項の人事委員会規則で定める日は次の各号に掲げる特定職員の区分に応じ、当
該各号に定める日とし、同項に規定する年次休暇の日数は別表第１の年次休暇の日数欄に掲げる
日数とする。ただし、育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員
の年次休暇の日数は、人事委員会が別に定める。 
(１) １月から８月までの間に新たに特定職員となつた者 その年の８月31日 
(２) ９月から12月までの間に新たに特定職員となつた者 翌年８月31日 

４ 次の各号に掲げる職員（人事委員会が別に定める職員を除く。）の年次休暇の日数については、
前２項の規定にかかわらず、当該各号に定める日数とする。 
(１) 当該年において、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）の適用
を受ける地方公務員、他の地方公共団体の地方公務員、国家公務員若しくは沖縄県公益的法人
等への職員の派遣等に関する条例（平成13年沖縄県条例第45号）第２条第１項及び第10条に規
定する団体等に派遣される者又は独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に
規定する独立行政法人、地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する
地方独立行政法人若しくはその他その業務が国若しくは地方公共団体の事務若しくは事業と密
接な関連を有する法人に使用される者（以下この号及び次号において「地方公営企業等労働関
係法適用職員等」という。）となつた者であつて引き続き新たに職員となつた者 地方公営企
業等労働関係法適用職員等となつた日において新たに職員となつたものとみなした場合におけ
る条例第９条第３項に規定する年次休暇の日数から、新たに職員となつた日の前日までの間に
使用した年次休暇に相当する休暇又は年次休暇の日数を減じて得た日数 

(２) 当該年の前年において、地方公営企業等労働関係法適用職員等であつた者であつて引き続
き当該年に新たに職員となつた者 次のア又はイに掲げる職員の区分に応じ、当該ア又はイに
定める日数 
ア イに掲げる職員以外の職員 次の(ア)又は(イ)に掲げる場合に応じ、次の(ア)又は(イ)に
定める日数 
(ア) 当該年の初日に職員となつた場合 20日に当該年の前年における年次休暇に相当する
休暇又は年次休暇の残日数（当該残日数が20日を超える場合にあつては、20日）を加えて
得た日数 

(イ) 当該年の初日後に職員となつた場合 (ア)の日数から職員となつた日の前日までの間
に使用した年次休暇に相当する休暇又は年次休暇の日数を減じて得た日数 

イ 地方公営企業等労働関係法適用職員等としての在職期間において年次休暇に相当する休暇
又は年次休暇の日数が会計年度により定められていた職員 次の(ア)又は(イ)に掲げる場合
に応じ、次の(ア)又は(イ)に定める日数 
(ア) 当該年の初日から会計年度の初日までに職員となつた場合 20日に職員となつた日の
前日における年次休暇に相当する休暇又は年次休暇の残日数（当該残日数が20日を超える
場合にあつては、20日）を加えて得た日数 

(イ) 会計年度の初日の翌日から当該年の末日までに職員となつた場合 職員となつた日の
前日における年次休暇に相当する休暇又は年次休暇の残日数（当該残日数が40日を超える
場合にあつては、40日 

５ 前項の規定により与えられる年次休暇の日数のうち、当該年の末日までに受けなかつた日数が
ある場合は、その日数（当該日数が20日を超える場合にあつては、20日）を翌年に限り、繰り越
すことができる。 

第６条の２ 次の各号に掲げる場合において、１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時
間の時間数（以下「勤務形態」という。）が変更されるときの当該変更の日以後における職員の
年次休暇の日数は、当該年の初日に当該変更の日の勤務形態を始めた場合にあつては条例第９条
第１項又は第３項の規定による日数（以下この項において「基本日数」という。）に同条第５項
の規定により当該年の前年から繰り越された年次休暇の日数（以下この項において「繰越日数」
という。）を加えて得た日数とし、当該年の初日後に当該変更後の勤務形態を始めた場合におい
て、同日以前に当該変更前の勤務形態を始めたときにあつては基本日数に、次の各号に掲げる場
合に応じ、次の各号に掲げる率を乗じて得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五
入して得た日数とし、当該日数が20日を超える場合は、20日とする。以下この項において「調整
後の基本日数」という。）に繰越日数を加えて得た日数から当該年において当該変更の日の前日
までに使用した年次休暇の日数を減じて得た日数とし、当該年の初日後に当該変更前の勤務形態
を始めたときにあつては当該勤務形態を始めた日においてこの項の規定により得られる調整後の
基本日数に、次の各号に掲げる場合に応じ、次の各号に掲げる率を乗じて得た日数（１日未満の
端数があるときは、これを四捨五入して得た日数とし、当該日数が20日を超える場合は、20日と
する。）に繰越日数を加えて得た日数から当該年において当該変更の日の前日までに使用した年
次休暇の日数を減じて得た日数とする。 
(１) 育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員が１



 

週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一である育児短時間勤務（以
下この条において「斉一型育児短時間勤務」という。）を始める場合、斉一型育児短時間勤務
をしている職員が引き続いて勤務形態を異にする斉一型育児短時間勤務を始める場合又は育児
短時間勤務職員等が斉一型育児短時間勤務若しくは斉一型短時間勤務（育児休業法第17条の規
定による短時間勤務のうち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が
同一であるものをいう。次号において同じ。）を終える場合 勤務形態の変更後における１週
間の勤務日の日数を当該勤務形態の変更前における１週間の勤務日の日数で除して得た率 

(２) 育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員が斉
一型育児短時間勤務以外の育児短時間勤務（以下この条において「不斉一型育児短時間勤務」
という。）を始める場合、不斉一型育児短時間勤務をしている職員が引き続いて勤務形態を異
にする不斉一型育児短時間勤務を始める場合又は育児短時間勤務職員等が不斉一型育児短時間
勤務若しくは育児休業法第17条の規定による短時間勤務のうち斉一型短時間勤務以外のものを
終える場合 勤務形態の変更後における１週間当たりの勤務時間の時間数を当該勤務形態の変
更前における１週間当たりの勤務時間の時間数で除して得た率 

(３) 斉一型育児短時間勤務をしている職員が引き続いて不斉一型育児短時間勤務を始める場合 
勤務形態の変更後における１週間当たりの勤務時間の時間数を当該勤務形態の変更前における
勤務日ごとの勤務時間の時間数を７時間45分とみなした場合の１週間当たりの勤務時間の時間
数で除して得た率 

(４) 不斉一型育児短時間勤務をしている職員が引き続いて斉一型育児短時間勤務を始める場合 
勤務形態の変更後における勤務日ごとの勤務時間の時間数を７時間45分とみなした場合の１週
間当たりの勤務時間の時間数を当該勤務形態の変更前における１週間当たりの勤務時間の時間
数で除して得た率 

２ 前項の規定により年次休暇の日数を算定した場合において、直近の勤務形態の変更の日におけ
る年次休暇の日数が当該変更の日の前日における年次休暇の日数を下回るときは、前項の規定に
かかわらず、当該変更の日の前日における年次休暇の日数とする。 
（特定職員の年次休暇の日数等） 

第６条の３ 条例第９条第４項に規定する人事委員会規則で定める職員の年次休暇の期間及び年次
休暇の日数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める期間及び日数（育児短時
間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の日数は、人事委員会が別に定
める。）とする。 
(１) １月から８月までの間に特定職員から特定職員以外の職員となつた職員 特定職員以外の
職員となつた日から同日の属する年の12月31日までの期間について、27日に当該職員が条例第
９条第６項の規定により直近に繰り越した年次休暇の日数（以下この項において「特定繰越日
数」という。）を加えて得た日数から、前年の９月１日から特定職員以外の職員となつた日の
前日までの間に使用した年次休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が40日を超える場合にあ
つては、40日） 

(２) ９月から12月までの間に特定職員から特定職員以外の職員となつた職員 特定職員以外の
職員となつた日から同日の属する年の12月31日までの期間について、７日に当該職員が特定繰
越日数を加えて得た日数から、その年の９月１日から特定職員以外の職員となつた日の前日ま
での間に使用した年次休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が零を下回る場合にあつては、
零） 

(３) １月から８月までの間に特定職員以外の職員から特定職員となつた職員 特定職員となつ
た日から同日の属する年の８月31日までの期間について、13日に当該職員が特定繰越日数を加
えて得た日数から、その年の１月１日から特定職員となつた日の前日までの間に使用した年次
休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が零を下回る場合にあつては、零） 

(４) ９月から12月までの間に特定職員以外の職員から特定職員となつた職員 特定職員となつ
た日から同日の属する年の翌年の８月31日までの期間について、33日に当該職員が特定繰越日
数を加えて得た日数から、その年の１月１日から特定職員となつた日の前日までの間に使用し
た年次休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が40日を超える場合にあつては、40日） 

２ 前項第１号及び第２号の特定職員以外の職員となつた日又は同項第３号及び第４号の特定職員
となつた日から１年以内に特定職員以外の職員から特定職員又は特定職員から特定職員以外の職
員となつた場合は、この異動の直前の異動がなかつたものとみなす。この場合において、当該職
員の年次休暇の期間及び年次休暇の日数は、この異動の直前の異動の前から引き続くものとし、
その年（特定職員にあつては特定期間、特定職員以外にあつては暦年）にとることができること
となる年次休暇の期間及び年次休暇の日数（当該日数が零を下回る場合にあつては、零）とする。 
（特定職員の年次休暇の繰越日数） 

第６条の４ 条例第９条第７項の人事委員会規則で定める日数は、同条第４項の規定により与えら
れる年次休暇の日数のうち、前条第１項第１号及び第２号の特定職員以外の職員となつた日から
同日の属する年の12月31日までの期間又は同条第１項第３号の特定職員となつた日から同日の属
する年の８月31日までの期間若しくは同条第１項第４号の特定職員となつた日から同日の属する



 

年の翌年の８月31日までの期間において受けなかつた日数（当該日数が20日を超える場合にあつ
ては、20日）（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつ
ては、第６条第１項の規定により算定された日数）とする。 
（年次休暇の単位） 

第６条の５ １時間を単位として使用した年次休暇を日に換算する場合には、次の各号に掲げる職
員の区分に応じ、当該各号に定める時間数をもつて１日とする。 
(１) 次号から第４号までに掲げる職員以外の職員 ７時間45分 
(２) 育児休業法第10条第１項第１号から第３号までに掲げる勤務の形態の育児短時間勤務職員
等 次に掲げる規定に掲げる勤務の形態の区分に応じ、次に掲げる時間数 
ア 育児休業法第10条第１項第１号 ３時間55分 
イ 育児休業法第10条第１項第２号 ４時間55分 
ウ 育児休業法第10条第１項第３号 ７時間45分 

(３) 斉一型短時間勤務職員（前号に掲げる職員を除く。） 勤務日ごとの勤務時間の時間数 
(４) 不斉一型短時間勤務職員 ７時間45分 

２ 年次休暇の残日数の全てを使用しようとする場合において、当該残日数に１時間未満の端数が
あるときは、当該残日数の全てを使用することができる。 
（病気休暇） 

第６条の６ 条例第12条第２項の人事委員会規則で定める妊娠に起因する疾病は、次に掲げる疾病
とする。 
(１) 切迫流産 
(２) 切迫早産 
(３) 妊娠高血圧症候群（妊娠中毒症） 
(４) 妊娠悪阻 
(５) 子宮外妊娠 
(６) 胞状奇胎 
(７) その他人事委員会が定める疾病 
（生理に有害な職務） 

第７条 条例第13条に規定する生理に有害な職務とは、次の各号に掲げる職務とする。 
(１) 大部分の勤務時間が立ち作業又は下し作業を必要とする職務 
(２) 著しく精神的又は神経的緊張を必要とする職務 
(３) 任意に作業を中断することができない職務 
(４) 運搬、けん引、持ち上げその他相当の筋肉的労働を必要とする職務 
(５) 身体の動揺、振動又は衝撃を伴う職務 
（慶弔休暇） 

第８条 条例第15条に規定する慶弔休暇は、別表第２に掲げる基準の範囲内とする。 
（特別休暇） 

第８条の２ 条例第16条第10号の人事委員会規則で定める時間は、38時間45分に条例第２条第２項
又は第３項の規定により定められた育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短
時間勤務職員の勤務時間を38時間45分で除して得た数を乗じて得た時間（１時間未満の端数があ
る場合にあつては、これを切り上げた時間）とする。 

２ 条例第16条第12号の人事委員会規則で定める期間は一の年の５月から11月までの期間とし、同
号の人事委員会規則で定める日数は５日に育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任
期付短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（当該日数
が５日を超える場合は５日）とする。 

３ 条例第16条第13号の人事委員会規則で定める者は、次に掲げる者（第２号に掲げる者にあつて
は、職員と同居しているものに限る。）とする。 
(１) 祖父母、孫及び兄弟姉妹 
(２) 職員又は配偶者との間において事実上父母と同様の関係にあると認められる者及び職員と
の間において事実上子と同様の関係にあると認められる者で人事委員会が定めるもの 

４ 条例第16条第13号の人事委員会規則で定める期間は、２週間以上の期間とする。 
５ 条例第16条第13号の介護その他の人事委員会規則で定める世話は、次に掲げるものとする。 

(１) 要介護状態にある対象家族の介護 
(２) 要介護状態にある対象家族の通院等の付添い、対象家族が介護サービスの提供を受けるた
めに必要な手続の代行その他の必要な世話 

６ 条例第16条第14号の人事委員会規則で定める不妊治療は、体外受精及び顕微授精とする。 
（組合休暇） 

第９条 条例第17条に規定する登録を受けた職員団体の規約に定める機関とは、執行機関、監査機
関、議決機関（代議員制をとる場合に限る。）、投票管理機関又は諮問機関とする。 
（介護休暇） 

第９条の２ 介護休暇の単位は、１日又は１時間とする。 



 

２ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連
続した４時間の範囲内とする。 
（介護時間） 

第９条の３ 介護時間の単位は、30分とする。 
２ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間の範囲
内とする。 
（雑則） 

第10条 この規則に定めるもののほか、勤務時間、休日及び休暇等に関し必要な事項は、人事委員
会が定める。 

別表第１（第６条関係） 

新たに職員となつた月 
年次休暇の日数 

特定職員 特定職員以外の職員 
１月 13日 20日 
２月 12日 18日 
３月 10日 17日 
４月 ８日 15日 
５月 ７日 13日 
６月 ５日 12日 
７月 ３日 10日 
８月 ２日 ８日 
９月 20日 ７日 
10月 18日 ５日 
11月 17日 ３日 
12月 15日 ２日 
別表第２（第８条関係） 
ア 忌引日数 

死亡した者 日数 備考 
配偶者 10日 １ 生計を一にする姻族の

場合は、血族に準ずる。 
２ 祖父母、おじ又はおば
を代襲相続し、かつ、祭
具等の承継を受ける場合
は、７日とする。 

３ 葬祭のため遠隔の地に
赴く必要がある場合に
は、実際に要する往復日
数を加算することができ
る。 

血族 

父母 ７日 
子 ７日 
祖父母 ３日 
孫 １日 
兄弟姉妹 ３日 
おじ又はおば １日 

姻族 

父母の配偶者又は配偶者の父母 ３日 
子の配偶者又は配偶者の子 ３日 

祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母 １日 

兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹 １日  
おじ若しくはおばの配偶者又は配偶者のおじ
若しくはおば 

１日 
 

イ 父母、配偶者又は子の祭しを行う場合 １日（上記アの備考３を準用する。） 
ウ 結婚する場合 ５日 
 



 

第２章 ３ 沖縄県教育委員会の所管する職員の勤務時間及び勤務時間の 
割り振り等に関する規則 

 
制定：昭和47年５月29日教育委員会規則第22号 

最終改正：平成27年10月27日教育委員会規則第16号 
 

（趣旨） 
第１条 この規則は、沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例（昭和47年沖縄県条例第43号。以

下「条例」という。）第２条第２項から第４条までの規定に基づき、沖縄県教育委員会の所管する職員の
勤務時間及び勤務時間の割り振り等に関し必要な事項を定めるものとする。 
（本庁職員の勤務時間） 

第２条 沖縄県教育庁の本庁に勤務する職員の勤務時間及び勤務時間の割り振り等は、知事部局の本庁に勤務
する職員の例による。 

２ 沖縄県教育庁の本庁に勤務する職員で地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以
下「育児休業法」という。）第10条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務（以下「育
児短時間勤務」という。）の承認を受けたもの（育児休業法第17条の規定による短時間勤務をすることと
なった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）の１週間当たりの勤務時間は、前項の規定
にかかわらず、当該承認を受けた育児短時間勤務の内容（育児休業法第17条の規定による短時間勤務をす
ることとなった職員にあっては、同条の規定によりすることとなった短時間勤務の内容。以下「育児短時
間勤務等の内容」という。）に従い沖縄県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が定め、勤務時
間の割り振りは、教育長が定める。 

３ 沖縄県教育庁の本庁に勤務する地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項若しくは第28条
の５第１項又は同法第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員で同法第28条の５第１
項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第
１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31
時間までの範囲内で教育長が定め、勤務時間の割り振りは、教育長が定める。 

４ 沖縄県教育庁の本庁に勤務する育児休業法第18条第１項又は沖縄県一般職の任期付職員の採用等に関す
る条例（平成14年沖縄県条例第52号）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」
という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１
週間当たり31時間までの範囲内で教育長が定め、勤務時間の割り振りは、教育長が定める。 
（公立学校職員の勤務時間） 

第３条 公立学校に勤務する職員（県立学校職員（沖縄県職員の給与に関する条例（昭和47年沖縄県条例第53
号。）別表第３に規定する海事職給料表の適用を受ける職員（以下「海事職給料表適用者」という。）を
除く。）並びに市町村立学校（学校給食法（昭和29年法律第160号）第６条に規定する施設を含む。以下同
じ。）の職員のうち市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第135号）第１条及び第２条に規定する職
員をいう。）の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間当たり38時間45分とし、勤務時間の割り振りは、学
校の種類並びに授業、研究及び指導等の特殊の必要に応じ、校長（学校給食法第６条に規定する施設に勤
務する職員にあっては、当該施設の長。以下同じ。）が定める。 

２ 公立学校に勤務する職員（海事職給料表適用者に限る。）の勤務時間は、毎52週間につき１週間当たり38
時間45分とし、勤務時間の割り振りは、校長が定める。 

３ 公立学校に勤務する育児短時間勤務職員等の１週間当たりの勤務時間は、前２項の規定にかかわらず、当
該育児短時間勤務等の内容に従い校長が定め、勤務時間の割り振りは、校長が定める。 

４ 公立学校に勤務する再任用短時間勤務職員の勤務時間は、第１項及び第２項の規定にかかわらず、休憩時
間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31時間までの範囲内で教育長が定め、
勤務時間の割り振りは、学校の種類並びに授業、研究及び指導等の特殊の必要に応じ、校長が定める。 

５ 公立学校に勤務する任期付短時間勤務職員の勤務時間は、第１項及び第２項の規定にかかわらず、休憩時
間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり31時間までの範囲内で校長が定め、勤務時間の割り
振りは、学校の種類並びに授業、研究及び指導等の特殊の必要に応じ、校長が定める。 
（各機関の職員の勤務時間） 

第４条 沖縄県教育庁教育事務所及び沖縄県立総合教育センターに勤務する職員の勤務時間は、休憩時間を除
き、１週間当たり38時間45分とし、勤務時間の割り振りは、各機関の運営等の必要に応じ、各機関の長が
定める。 

２ 沖縄県立図書館、沖縄県立埋蔵文化財センター及び沖縄県立離島児童生徒支援センターに勤務する職員の
勤務時間は、休憩時間を除き、１週間当たり38時間45分とし、勤務時間の割り振りは、各機関の運営等の
必要に応じ、各機関の長が定める。 

３ 第１項及び第２項に掲げる機関に勤務する育児短時間勤務職員等の１週間当たりの勤務時間は、前２項の
規定にかかわらず、当該育児短時間勤務等の内容に従い各機関の長が定め、勤務時間の割り振りは、各機
関の長が定める。 

４ 第１項及び第２項に掲げる機関に勤務する再任用短時間勤務職員の勤務時間は、第１項及び第２項の規定
にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31時間までの

https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A91CAD16A&houcd=H347920100022&no=1&totalCount=1&fromJsp=SrMj
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A91CAD16A&houcd=H347920100022&no=1&totalCount=1&fromJsp=SrMj


 

範囲内で各機関の長が定め、勤務時間の割り振りは、各機関の必要に応じ、各機関の長が定める。 
５ 第１項及び第２項に掲げる機関に勤務する任期付短時間勤務職員の勤務時間は、第１項及び第２項の規定

にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり31時間までの範囲内で各機関
の長が定め、勤務時間の割り振りは、各機関の必要に応じ、各機関の長が定める。 
（休憩時間及び週休日） 

第５条 前３条の規定により勤務時間の割り振りを定める場合において、１日の勤務時間が６時間を超えると
きにおいては、１時間の休憩時間を勤務時間の途中に置くものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第３条に規定する職員については、同条の規定により勤務時間の割り振りを定
める場合において、45分の休憩時間を勤務時間の途中に置くものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、第２条及び第４条の規定により勤務時間の割り振りを定める場合において、
条例第４条第２項の規定による休憩時間の変更を行うときには、45分の休憩時間を勤務時間の途中に置く
ものとする。 

４ 第２条第１項、第３条第１項及び前条第１項に規定する職員については、日曜日及び土曜日を週休日（勤
務時間を割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。 

５ 第３条第１項に規定する職員のうち前項の規定により難い職員及び前条第２項に規定する職員について
は、毎４週間につき８日（８日とすることが困難な場合は、人事委員会の承認を得て定めた日数）を週休
日とする。 

６ 第３条第２項に規定する職員についての休憩時間及び週休日については、教育長が別に定める。 
７ 育児短時間勤務職員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い日曜日及び土曜日に

加えて月曜日から金曜日までの５日間において週休日を設けるものとする。 
８ 教育長、校長及び各機関の長は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員については、日曜日及

び土曜日に加えて、月曜日から金曜日までの５日間において、週休日を設けることができる。 
（割り振りの届出） 

第６条 第３条及び第４条の規定により、校長及び各機関の長が勤務時間の割り振りを定めたときは、教育長
（市町村立学校にあっては、当該市町村教育委員会教育長及び当該学校の所在する地区を管轄する教育事
務所長）に届け出なければならない。 
（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定める。 



第２章 ４ 台風の来襲による教職員の事故発生の防止のための措置について（通知） 

 

                    昭和 63年６月１日 教義第 435 号教高第337 号 

                    市町村教育委員会教育長、県立学校長、教育事務所長あて 

                                   沖縄県教育委員会教育長 

 

最終改正 平成 13年 11 月５日 教県第 2609 号教義第 1281 号 

 

 みだしのことについては、すでに昭和55年４月１２日付けで通知したところであるが、今般、気象警報・

注意報の名称変更等が行われたため、今後は下記のとおり取り扱つていただくよう通知します。 

 なお、昭和 55 年４月 12 日付け「台風の来襲による教職員の事故発生の防止のための措置について」は、

廃止します。 

 

記 

 

１ 業務の停止措置について 

   小・中学校長及び県立学校長は、暴風警報（「暴風警報＋大雨警報」、「暴風警報＋洪水警報」、「暴

風警報＋諸注意報」を含む。以下同じ。）が発令され、台風の来襲による事故発生が予想される場合、

事故発生防止のため、当該学校の業務の全部又は一部を停止するものとする。その場合、業務停止時期

については、学校長が次の二つの要件を満たすことにより判断するものとする。 

 

 (1) 台風の勢力、進路、速度等を勘案し、当該区域が３時間以内に暴風域に入ることが予想されるとき。 

 (2) 当該区域において、バスの運行が停止することが明らかなとき。 

 

２ 業務の再開措置について 

   学校長は、次の二つの要件のうちいずれかを満たしかつ台風の来襲による事故発生のおそれがなくな

つたと判断した場合は、停止した業務を速やかに再開するものとする。 

 

 (1) 当該区域が暴風域外となつたとき。 

 (2) 当該区域においてバスの運行が再開されたとき。 

 

   なお、業務の再開時間が勤務時間終了前３時間以内になる場合にあつては、業務の再開をしなくても

よいものとする。 

 

３ 特別休暇の付与について 

   学校長は、業務の停止措置をした場合、特に勤務を命じた職員以外の職員に対し沖縄県職員の勤務時

間、休日及び休暇等に関する条例第 16条第５号の規定により特別休暇を付与するものとする。 

 

４ 職員の責務について 

   職員は、暴風警報が発令された場合であつても、ただちに特別休暇が付与されるというものでないこ

とに留意するとともに、業務の停止措置がなされたか否かを学校長に確認し、その指示に従うものとす

る。 

 

５ 特例について 

   学校長が学校の業務及び勤務の形態上本通知によることが適当でないと判断する場合又は必要と認め

る場合は、小・中学校にあつては所管する教育事務所長と県立学校にあつては県立学校教育課長又は義

務教育課長と別途協議するものとする。 



沖縄県立特別支援学校修学旅行実施基準 

                                          

                            昭和 58 年４月 26 日教育長決裁 

改正 昭和 61 年 11 月 14 日 

改正 平成 10 年３月 31 日 

改正 平成 25 年３月 15 日 

改正 令和４年２月 15 日 

 

県立特別支援学校（以下「学校」という）の修学旅行は、この基準により実施することを原則

とする。 

 

１ 基準 

(1) 小学部については、参加者が実施学年在籍児童数の過半数以上ある場合に、県内におい  

て、教育的に考慮して選定を行い、１泊２日の日程により実施すること。この場合、宮古・    

八重山地区の特別支援学校については、往復航空機を利用することができる。 

 (2) 中学部については、参加者が実施学年在籍生徒数の過半数以上である場合に、原則とし 

て九州圏域までとし、教育的に考慮して選定を行い、３泊４日（船中泊を除く。）以内の 

日程により実施し、船舶又は往復航空機を利用することができる。 

    なお、肢体不自由教育校（肢体不自由教育部門を有する学校を含む）においては、特に 

必要な場合には関西圏域までの実施ができる。 

(3) 高等部については、参加者が実施学年在籍生徒数の過半数以上ある場合に、原則として 

広域関東圏域までとし、教育的に考慮して選定を行い、４泊５日（船中泊を除く。）以内 

の日程により実施し、船舶又は往復航空機を利用することができる。 

(4) 宮古・八重山地区の学校については、船舶を利用する場合、前各号の基準日数に往復の 

日数及び船便の都合による日数を加算することができる。 

  (5) 重篤な医療管理下にある児童生徒については、生命管理を最優先して船舶又は航空機を 

利用しない旅行地とし、１日若しくは１泊２日の日程により実施することができる。 

２ 修学旅行の計画及び実施に当たっての留意事項 

 (1)  実施計画立案の基本方針 

修学旅行は、教育課程に位置づけられた教育活動として実施するものであるので、その 

立場を明確にし、児童生徒の心身の発達並びに保護者の経済的負担等を考慮し、学校が主 

体性をもって教育的見地に立って立案し、事故の絶無を期して万全の処置を講じなければ 

ならない。 

 (2) 旅行地の選定 

旅行地は、教育的効果を主眼として選定し、保護者及び児童生徒の単なる好みによって 

選定したり、あるいは遠隔地を選定しない。特に、新しいコースを計画する場合は、十分検 

討する。 

 (3) 宿泊地の選定  

  ア  環境、宿泊施設の収容能力等十分考慮して決定する。 

  イ  一般に歓楽的な場所は、宿泊地として適切でないので慎重に選定する。 

  ウ  宿泊施設の間取図を取り寄せ、非常口の位置、避難場所等を調べ、非常の際の処置を考 

慮する。 

 (4) 実施学年及び実施回数 

各部の最高学年か又はその前学年の児童生徒について、在学中１回限り実施する。ただ 

し、学校規模によっては、複数学年合同も可とする。 

第２章　５



 (5) 実施時期 

修学旅行の実施時期は、学校の年間計画、保健衛生、交通機関等の状況を考慮して実施 

する。 

 (6) 日程 

  ア 児童生徒の障害の状態に応じた日程のもとに実施する。 

イ 見学地等を多くすることは、児童生徒の疲労を増し、事故発生の原因になるので、ゆと 

りのある日程を配慮する。 

  ウ 深夜、早朝の出発、宿舎到着時刻の遅れ、夜行列車の利用等、児童生徒の疲労の原因に 

なる無理な日程は避ける。 

 (7) 経費 

  ア 衣料、カバン等の新規調製をおさえ、保護者の経済的負担の軽減に努める。 

    なお、所持金について、必要に応じて基準額を示すことも考慮する。 

  イ 旅費については、保護者の負担等を十分考慮するとともに、就学奨励費の支給も配慮す 

る。 

    ウ 経費の徴収については、一時に過重な負担にならないよう対応を考慮し、金銭の保管 

等について遺漏のないよう注意する。 

 (8) 健康診断の実施 

事前に健康診断を実施し、無理をおして参加することのないように指導する。 

 (9) 引率者 

  ア 引率責任者は校長又は副校長、教頭とする。 

  イ 女子児童生徒が参加する場合は、必ず女子教員を引率者に加える。 

  ウ 養護教諭又は必要に応じて学校医等を引率者に加える。 

  エ 小・中学部の引率者の数は、児童生徒３人につき１人を基準とする。ただし、重複障害 

学級及び車椅子利用で全面介助を要する児童生徒の引率者の数については、児童生徒の実 

態に応じ、原則として児童生徒１人につき１人を基準とする。 

  オ 高等部の引率者の数は、生徒５人につき１人を基準とする。ただし、重複障害学級及び  

車椅子利用で全面介助を要する生徒の引率者の数については、生徒の実態に応じ、原則と 

して生徒１人につき１人を基準とする。 

  カ 引率責任者並びに養護教諭又は学校医等については、エ、オに規定する引率者の数の枠 

外扱いとする。ただし、学校医等については県立学校教育課と調整する。 

  キ その他、必要に応じ県立学校教育課と調整する。 

(10) 付添い 

常時の付添いを必要とする重度、重複障害の児童生徒については、原則として保護者が 

付添う。この場合、保護者の旅費については、就学奨励費による支給を考慮すること。 

 (11) 関係保健機関への事前連絡 

修学旅行時における伝染病、食中毒の防止のため、事前に関係都道府県の衛生部長及び 

関係保健所長に対し、利用を予定している宿泊施設及び弁当調製所の衛生監督を依頼す 

る。 

 (12) 交通機関の選定と事前連絡 

  ア 交通機関の選定に当たっては、安全確保に努め、乗車･乗船及び航空機への搭乗の場合 

に定員を守り、人員の掌握ができるよう計画する。 

  イ 事前に利用する交通機関の責任者と十分な打ち合わせを行い、安全についての確認をす 

る等事故防止に留意する。 

 (13) 関係警察署への事前連絡 

各種の事故を防止するため、旅行の計画について、事前に旅行先の警察署に連絡する。 



連絡事項は、旅行の日程、参加学年及び児童生徒数、引率責任者名、宿泊施設とその所在 

地等とする。 

 (14) 保護者への連絡 

  ア 修学旅行の企画立案の段階から保護者と情報共有を図り、日程、経路、経費、利用交通 

機関、宿泊地並びに宿泊施設について、理解と協力を得るように努める。   

イ 服装、携行品、所持金等については、保護者の理解と協力を得るように努める。 

 (15) 不参加者の処置 

不参加に対しては、欠席扱いにならないように適切な指導を行い、教育的な処置を講ず 

   と。 

 (16) 旅行業者等 

     旅行業者等については、調査を十分に行ったうえで利用し、不明朗な関係を持たない 

ように注意する。 

 (17) 実施計画書の提出 

  ア 学校長は、修学旅行を実施する場合は、修学旅行実施計画書を作成し実施期日の２か月 

前までに県立学校教育課長に提出する。 

イ 修学旅行実施計画の承認後において、計画の変更がある場合は、その変更事項について 

県立学校教育課長の承認を受ける。 

３ 事前指導に当たっての留意事項 

 (1) 学習指導 

    修学旅行の目的を児童生徒に十分理解させるとともに、見学や観察の成果を高めるため 

関係教科との関連を図り、総合的な事前指導を行う。 

    なお、学習の計画に当たっては、児童生徒が自主的に取組むことができるよう指導する。 

 (2) 生徒指導 

  ア 集団行動を通して自律心を養い、自主的に集団の規律や秩序を守る態度を育成するよい 

機会であるので、道徳、学級会活動の時間等において十分指導する。 

  イ 旅行中、事故や問題行動等が発生することのないように指導する。特に、他校の児童生 

徒との間に暴力等による摩擦が生ずることのないように指導する。 

 (3) 保健指導 

    日頃から健康・安全等についての指導を徹底するとともに、校医等による保健衛生講話 

を実施し、旅行中における健康保持について、十分指導する。 

４ 旅行中の留意事項 

 (1) 非常時の処置 

  ア 不慮の事態に際しての退避・救助等については、あらかじめ、グループを編成し、非 

常口や危険箇所を周知させるなど、手落ちのないようにするとともに、日頃から非常の 

際に応ずる態度を身につけさせる。 

    イ 万一、事故が発生した場合には、すみやかに医療機関その他の関係機関に連絡をとるな 

ど、適切な措置をとる。 

    ウ 気象状況等に十分注意し、天候その他の異変の際は、予定を変更するなど、臨機応変の 

措置をとる。 

 (2) 学習指導 

ア 自然保護や文化財保護の態度を育成するとともに、見学の際は、見学のしおり等を十分 

利用させ、見学した要点をメモするよう指導する。 

    イ 車窓展望は、学習の観点から計画的に指導する。 

  ウ その日の見学の整理と反省を促す。 

 (3) 生徒指導 



  ア 自由時間であっても、単独行動は避けて、必ず班別組織において行動させ、あらゆる場 

において人員を確実に掌握できるようにする。特に盛り場徘徊、遊技場への出入り等は厳 

禁とする。なお、このような行動の規制なども、自主的、自律的に行えるよう指導する。 

  イ 車中、船中及び機内において他人に迷惑を及ぼすような行為は厳に戒めるとともに、乗 

り降り等の安全に万全を期する。 

  ウ みやげ品などを購入することは、児童生徒がこのことに気を奪われすぎたり、重い荷 

物を持つことによって、行動に支障を生じたりすることが考えられるので、十分指導する。 

なお、このことについては、保護者の理解と協力を得るようにする。 

  エ 宿泊施設においては、学習のまとめ、その日の行動の反省及び翌日の日程の確認を行う 

とともに、児童生徒としてふさわしい自覚ある行動ができるよう指導を徹底する。 

  オ 寝食をともにする修学旅行は、教師と児童生徒や児童生徒相互の人間関係を深めるよ 

い機会であるので、適切なレクリエーションを計画する等、格別の留意をする。 

  カ 問題行動の防止については、万全を期するとともに、万一問題行動が生じたときは、問 

題の事実をじん速・正確に把握し、問題の種類・程度により適宜の処置をはかる。 

 (4) 保健指導 

  ア 宿泊施設においては、翌日の学習に備え、睡眠を十分確保するよう指導する。   

イ 実施中、常に児童生徒の健康状態に注意するとともに、食物や飲料水についても、日夜 

細心の注意を払う。特に、伝染病・食中毒等の起こりやすい時期の健康管理については特 

別の配慮をするとともに、旅館等の宿泊施設に対しては、衛生に留意して調理にあたるよ 

うに注意を喚起する。 

  ウ 実施後の児童生徒の健康状態についても十分注意し、必要な措置を行う。 

５ 事後の反省、指導及び処置 

 (1) 反省 

  ア 児童生徒の反省 

    修学旅行の全般にわたり、自由に意見を交換しながら振り返らせ、その結果を記録し 

てまとめるよう指導する。 

  イ 引率者の反省 

    旅行地の選定、実施期日、日程、業者、交通機関、宿泊地、宿泊施設、児童生徒の指 

導等の全般にわたって反省し、その結果を次回の計画に参考にできるように記録する。 

 (2) 学習のまとめ 

    実施後、速やかに児童生徒に感想文等により、学習をまとめさせ、旅行報告の機会を設 

ける等、学習の深化をはかる。 

 (3) 報告書の提出等 

  ア 旅行後、事前に提出した実施計画書に即して、その実施結果を２週間以内に県立学校教 

育課長へ報告する。   

  イ 旅行に関する会計は、速やかに精算し、学校長の責任において、保護者にも会計決算を 

報告し、その承認を得るようにする。 

 

 

付記事項 

この基準は、昭和 58 年４月 26 日より施行する。 

この基準は、昭和 61 年 11 月 14 日より施行する 

この基準は、平成 10 年３月 31 日より施行する。 

この基準は、平成 25 年３月 15 日より施行する。 

この基準は、令和４年２月 15 日より施行する。 



第１号様式（沖縄県立特別支援学校管理規則 第７条関係） 

○○特第○○○○号 

令和○ 年○月○日 

 

沖縄県教育庁県立学校教育課長 殿 

 

                            沖縄県立○○○学校         

                             校 長  ○○ ○○ 

                                 （公印省略） 

                              

 

学校行事等実施計画書 
 

 

  次のとおり、学校行事を実施したいので、届け出ます。 

 

記 

 

１ 行事等の名称 令和○年度 沖縄県立○○学校○学部修学旅行 

２ 実 施 期 日 令和○年 ○月○日(月)～○月○日(水) 

３ 実 施 場 所 ○○県 ○○郡○○町 施設名 

 

 

 

 

４ 実 施 方 法 

  

（１）参加予定人数 学部  年  組  人 

（２）出発・帰校時刻 出発 ○月○日(月) ○○：○○ 

帰校 ○月○日(水) ○○：○○ 

（３）児童生徒 1人当たりの経費 ０００，０００円 

（４）利用する交通機関  

（５）引率者の職名及び氏名 教頭 ○○○○（団長） 養護教諭○○○○ 

教諭 ○○○○、○○○○ 

（６）その他参考事項 ①保護者○名参加予定 

②その他詳細は別紙資料「○○」参照 

         

別紙資料には「職員用 修学旅行計画（案）」等を添付すること 
※１ 別添資料に緊急時対応方法を明確に示すこと。 
※２ 生徒用のしおりは添付しなくてもかまいません。 
 

2 ヶ月前までに紙文書で提出すること 

※肢体不自由教育校（肢体不自由教育部門を有する学校を含む）にお

いて、九州圏域より北の地域（関西圏域まで）で実施する場合は、「沖

縄県立特別支援学校修学旅行実施基準」の１の（２）「特別に必な場合」

とする理由を簡潔に記載すること。（箇条書きでも良い） 



　　6:30  　7:00   8:00   9:00  10:00  11:00  12:00  13:00  14:00  15:00  16:00  17:00

  　　7:00   8:00   9:00  10:00  11:00  12:00  13:00  14:00  15:00  16:00  17:00

第２章　６　　職  員  の  勤  務  時  間  割  振  表

令和６年３月作成

　教諭・養護教諭・実習助手
介助員(教室）

8:30 15:30
休　憩

16:15

西崎特別支援学校

　校長・教頭・事務職員
教諭・教室介助員(午前日課)

養護教諭・栄養教諭・学校栄養職員

12:15
　休　憩

13:00

　用務員
7:30 12:15

休　憩
13:00 16:00

　介助員（バス）
6:30 10:15 12:15

勤 務 を 要 し な い 時 間
　休　憩

13:00

16:30

上記の勤務時間の割り振りで不都合のある場合は、校長がその期間における勤務時間の割り振りを変更することができる。
※長期休業中の職員の休憩時間を（12:15～13:00）とおく。

介助員
（教室:会計年度任用職員）

8:45 14:45

用務員（会計年度任用職員）
8:30 12:15

　休　憩
13:00



沖縄県立総合教育センター 

沖縄県教育情報ネットワーク利用規程 

 

令和５年３月28日   所長決裁 

 

(趣 旨) 

第１条 この規程は、沖縄県立総合教育センター（以下、「IT教育センター」という。）が管理運用してい

る沖縄県教育情報ネットワーク及びサービス（以下、｢OPENネットワーク｣という｡）の利用について

必要な事項を定めるものである｡ 

 

(OPENネットワーク利用の基本的な考え方) 

第２条 OPENネットワークは、学校の教育活動、児童・生徒の学習活動及び教職員の校務運営を支援するた

めのものである。学校においてOPENネットワークを利用するに当たっては、児童・生徒及び関係者

の個人情報の保護を図るとともに、人権尊重の精神を基盤とした人間性豊かな児童・生徒の育成、

地域に開かれた特色ある学校づくりの推進、わかる授業の実現、児童・生徒の情報活用能力の育成

を図り、学校教育の活性化に寄与するよう努めるものとする｡ 

 

(OPENネットワークの管理運用) 

第３条 OPENネットワーク全体の管理運用は、IT教育センターが行い、沖縄県教育情報ネットワーク管理運

用規程（以下、「管理運用規程」という。）に定める。 

２ 学校内のネットワーク管理運用は、各学校で行う｡ 

 

（OPENネットワークの利用資格） 

第４条 OPENネットワークを利用できる者（以下、「利用者」という。）は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) 沖縄県教育委員会により県立学校に採用された、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

 第31条１項に該当する職員（以下、「県立学校教職員」という。） 

(2) 県立学校にて勤務する職員のうち、当該県立学校の学校長（以下、「学校長」という。）が接

続を認めた者 

(3) 県立学校に在籍する児童・生徒で、教職員の監督の下にある者 

(4) その他、県立総合教育センター所長（以下、「所長」という。）が利用を認めた者 

 

(学校長による情報等の管理) 

第５条 次の各号については、接続校の学校長がこれを管理する｡ 

(1) 学校代表アカウントを含む学校内及び児童・生徒に付与されているアカウントIDやパスワード

の管理 

(2) 学校Webページ及びソーシャル・ネットワーキング・サービス等、学校から発信する情報の内容

についての管理 

 

(学校内運用組織体制) 

第６条 各学校においては、教育の情報化に関する委員会等を組織し、OPENネットワーク利用に関する研究

の推進や運用を行うものとする｡ 

 

(OPENネットワーク情報セキュリティの保持) 

第７条 OPENネットワークを利用するに当たっては、次の各号に従い個人情報及びデータ等の保護に努める 

ものとする｡ 

(1)コンピュータシステムに何らかの障害を及ぼす目的で作られたプログラム(コンピュータウイ

ルス等)による障害の予防に努めるとともに、接続する全てのコンピュータは、ウイルス対策ソ

フト等によるウイルス対策を行うこと。 

(2) OPENネットワークに接続するコンピュータでは、機器によるトラブルや、外部からの違法な

侵入によるシステムやデータ破壊に対応するためデータのバックアップに努めること。 

(3)ネットワークセキュリティの確保に努めること。 

 

第２章　７－１



（アカウント及びパスワード） 

第８条 付与されたアカウント及びパスワードについては、各自で責任をもって管理し、次の各号の行為を

行ってはならない。 

(1) OPENアカウントのパスワード及びネットワーク機器の設定条件等を第三者へ開示・譲渡・貸

与・共用する行為 

(2) OPENアカウントのパスワードを他のインターネットサービスで使い回す行為 

２ アカウントの付与及び管理等については、管理運用規程にて定める｡ 

 

(児童・生徒への指導の徹底) 

第９条 OPENネットワークを利用する場合には、人権・著作権への配慮及び知的所有権を侵害しない等、 

OPENネットワーク利用におけるデジタル・シティズンシップ（情報モラル含む）の育成に努める

ものとする｡ 

２ 児童・生徒が外部に情報を発信するデータは、教職員の指導の下に作成する｡特に学校Webページ 

及びソーシャル・ネットワーキング・サービスに掲載する場合は学校長の許可を得て行うこと｡ 

３ 教育上有害な情報の取り扱いなどの指導を徹底すること｡ 

  ４ アカウント及びパスワードの管理については、指導を徹底すること｡ 

 

(利用者の禁止事項) 

第10条 OPENネットワークの利用において、次の各号の行為を行ってはならない｡ 

(1)人権の侵害、個人情報の漏洩、誹謗中傷する行為 

(2)他者の名誉・信用を傷つける行為、及びプライバシーを侵害する行為 

(3)著作権等の知的財産権及び肖像権を侵害する行為 

(4)公序良俗に反する行為 

(5)虚偽の情報を発信する行為 

(6)営利目的の行為、及び法令に違反する行為 

(7)OPENネットワーク通信を阻害及び運用に支障を来す恐れのある行為 

(8)セキュリティ対策を講じないでOPENネットワークに接続する行為 

 

(OPENネットワークの利用停止) 

第11条 第２条OPENネットワーク利用の基本的な考え方、第10条利用者の禁止事項に反する行為があった場

合は、事前に予告することなく、当該校のOPENネットワークの利用を停止することができる。 

 

（学校等において情報を発信する公的なWebページについて） 

第12条 学校等において情報を発信する公的なWebページ（以下、「学校等Webページ」という。）について

は、次の各号に定める。 

(1)学校等Webページの開設場所は、IT教育センターが管理するサーバに開設するものとし、民間 

プロバイダ等外部機関には開設しない。ただし、ソーシャル・ネットワーキング・サービス等

については第13条に従うものとする。 

(2)学校等Webページエリアを配布する学校及び団体は、管理運用規程にて定める。 

(3) 教職員及び児童・生徒は、学校等Webページと誤解されるWebページを作成・開設してはなら

ない。 

 

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 

第13条 県立学校におけるソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下、「SNS」という。）等の利用

については、各学校は学校代表アカウントを利用して、外部サービス上に学校の公式SNSページを

開設することができる。ただし、開設については学校長の責任の下、管理運用規程を遵守するこ

と。 

 

（動画共有サービスへのデータ配信の利用） 

第14条 県立学校における動画共有サービス等の利用については、次の各号に定める。 

(1) 各学校は付与されたアカウントを利用して、外部サービス上に動画共有サービス等へデータ 



を配信することができる。ただし、配信については学校長の責任の下、管理運用規程を遵守す

ること。 

(2)各学校が作成し学校教育に有益な動画等について、「沖縄県教育委員会 教育支援ビデオOPEN   

EVチャンネル」（以下、「OPEN EVチャンネル」）へデータを送信し公開することができる。 

「OPEN EVチャンネル」に関する規程は別に定める。 

 

(学校等Webページ及びSNS等における個人情報の保護) 

第15条 学校Webページ等を利用し個人情報を含む内容を発信する場合には、沖縄県個人情報保護条例を遵

守するとともに、次の各号を遵守すること。 

(1) 児童・生徒の個人情報については、本人及び保護者の同意に基づき、学校長の許可を得て発信

すること。 

(2) 児童・生徒の個人情報を発信した後に本人及び保護者から情報の修正に関わる申し出があった 

 場合は、速やかにこれに対応しなければならない。 

(3) 教職員等の個人情報については、本人の同意に基づき、学校長の許可を得て発信すること。 

(4) 教職員が自己の研究成果等を私的なWebページにおいて発表する場合には、職務または職務上 

 の地位等に関連して、直接または間接的に知り得た児童・生徒に関する個人情報及びこれに類 

 する事項を掲載してはならない。 

 

（クラウドサービスの利用） 

第16条 IT教育センター提供するアカウントで利用できるクラウドサービスについては、次の各号に定める

ものとする。 

(1) 学校で取り扱う情報資産のうち、秘密文書に相当する機密性を要するもので、漏洩・改ざん・

破損により学校関係者の権利が侵害される又は業務遂行に支障がでる情報資産についてはクラ

ウド上のデータ保存エリア（以下、「クラウドストレージ」という。）へ保存してはならな

い。 

(2) クラウドストレージに保存されたデータを共有する場合は必要最小限の人数で行うこと。 

 その際、取り扱うデータも必要最小限とすること。 

(3) クラウドストレージの利用にあたっては、本規程、「管理運用規程」及び「沖縄県立学校情報

セキュリティ対策基準」を遵守すること。 

(4) クラウド上で利用できる授業支援等のシステム（以下、「クラウドシステム」という。）につ

いては、提供するサービスの運用規程を理解した上で適切に利用すること。 

(5) クラウドストレージ及びクラウドシステムに保存するデータについては、ハッキング等で漏洩 

 した場合の利用者責任を認識した上で、パスワード及び二段階認証等の管理を確実に行うこと 

 により、情報漏洩防止に努めること。 

(6) クラウドサービスの利用にあたっては、離席等により利用者の管理外にある場合は、画面ロッ 

 クをかけるなど適切な対応を行い、情報漏洩防止に努めること。 

(7) クラウドサービスのセキュリティ強化のため行われる措置については、IT教育センターの指示

に従い、速やかに対応すること。 

(8) 利用者は、IT教育センターとクラウド事業者における「個人情報の適切な管理に関する確認事 

項」（別添１）を確認すること。 

 

（クラウドサービスにおける個人情報の取り扱い） 

第17条 IT教育センターが提供するアカウントで利用できるクラウドサービスに、保有個人情報を保存する

場合は、対象者全てに対して「個人情報の適切な管理に関する確認事項」（別添１）を提示すると

ともに、「個人情報取扱同意書」（別添２）を取得しなければならない。 

２ クラウドサービスを利用し、同意書に定められた範囲を超えて個人情報を提供・共有してはならな

い。 

 

 

 

 

 



 

（施行期日） 

この運用規程は、令和 ５年 ４月 １日から施行する。 

 

（各規程の廃止） 

「沖縄県立総合教育センター ＩＴ教育センターネットワーク利用に関する規程（平成14年施行）」は廃止

する。 

 

※様式は管理運用規程を参照 

 



沖縄県立総合教育センター 

沖縄県教育情報ネットワーク管理運用規程 

 

令和６年３月２５日 所長決裁 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、沖縄県教育情報ネットワーク利用規程（以下、「利用規程」という。）に基づ

き、沖縄県教育情報ネットワーク及びサービス（以下、「OPENネットワーク」という。）の管理及

び運用について、必要な事項を定めるものである。 

 

（利用目的） 

第２条 OPENネットワークは、学校の教育活動、児童・生徒の学習活動支援、教職員の校務運営の支

援を目的として、サービスを提供するものである。 

 

（適用範囲） 

第３条 この規程は、OPENネットワークを構成する全てのLAN及びサービス、それに接続する情報端末

等、利用規程第４条に該当するOPENネットワークドメインを付与された者に対して適用される。 

 

（ドメイン名） 

第４条 OPENネットワークのドメイン名は、open.ed.jp とする。 

 

（管理運用及び保守範囲） 

第５条 OPENネットワークの管理運用は、沖縄県立総合教育センター（以下、「IT教育センター」と

いう。）が行う。 

２ OPENネットワークの保守については、関係機関と連携する。 

 

（ヘルプデスクの設置） 

第６条  OPENネットワークの運用及び障害等について、県立学校等への支援を行うため、IT教育セン

ター内にヘルプデスクを設置する。 

 

（障害発生時の対応） 

第７条 OPENネットワークに障害又は不具合が生じた場合は、県立総合教育センター所長（以下、

「所長」という。）は、速やかに復旧措置を講ずるものとする。 

 

（運用の停止） 

第８条 所長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、OPENネットワークの運用を停止することが

できる。 

(1) OPENネットワークの点検、保守もしくは改良を行う場合又は回線接続先の電気通信事業者が設

備の点検、保守の作業を行う場合 

(2) 天災等の不可抗力により停電、その他の障害が生じた場合 

(3) その他やむを得ない事由があると認める場合 

２ 所長は、OPENネットワークの運用を停止する場合には、可能な限り利用する県立学校等に事前に

通知する。ただし、緊急かつやむを得ない場合はこの限りではない。 

 

（利用者の禁止事項） 

第９条 OPENネットワーク及びOPENアカウント利用において、次の各号に掲げる行為を行ってはなら

ない。 

(1) OPENアカウントのパスワード及びネットワーク機器の設定情報等を第三者へ開示・譲渡・貸

与・共用する行為 

(2) OPENアカウントのパスワードを他のインターネットサービスで使い回す行為 

(3) ネットワーク全体を脅かす恐れのあるアプリケーションソフトのインストール及びそれらを利

用する行為 

(4) ネットワークのコンテンツフィルタリングを回避する行為 

(5) ウイルス対策ソフトウェアがインストールされていない等、セキュリティ対策が講じられてい
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ない端末を接続する行為 

(6) IT教育センターの定めたネットワークの形態、利用目的、接続端末（第11条）に違反する行為 

(7) IT教育センターの許可なく、指定する機種以外のアクセスポイントを設置又は無線通信が可能

となる環境を構築し、ネットワークに接続する行為 

(8) 受信したメールを自動的に他のアカウントへ自動転送する行為 

※ただし、学校代表用アカウント（school）についてはこの限りではない。 

(9) ポータブルメールソフト等を持ち運びが容易な記録媒体（USB）上で動作させる行為 

(10) リモートデスクトップ等を利用し外部のネットワーク環境からOPENネットワークに接続する行  

  為 

(11) 第14条の申請を行わずに、無断で教師用セグメントに関わる利用変更を行う行為 

(12) 前各号に掲げるもののほか、ネットワーク運用に支障を来す恐れのある行為 

 

（IPアドレスの配布） 

第10条 IT教育センターは、OPENネットワークに接続する県立学校等に、プライベートIPアドレスを

配布する。IPアドレスの範囲は別に指定する。 

 

（県立学校における校内ネットワークの形態、利用目的、接続端末） 

第11条 県立学校における校内のネットワークを次の各号のとおりとする。 

(1) 校務系有線ネットワーク 

校務における利用を目的とし、教職員が利用するものとする。 

接続できる端末は、県教育庁が整備した校務用コンピュータ（校務用PC）、学校が整備したコン

ピュータ（備品端末）、校務支援サーバ、NASのみとする。 

(2) 学習系有線ネットワーク 

授業を含む教育活動全般の利用を目的とし、主に生徒及び教職員が端末を有線にて利用するもの

とする。接続できる端末は、県教育庁が整備した教育用コンピュータ（教育用PC）、学校が整備

したコンピュータ（備品端末）、APSVサーバとする。 

(3) 学習系無線ネットワーク 

授業を含む教育活動全般の利用を目的とし、主に生徒及び教職員が端末を無線にて利用するもの

とする。接続できる端末は、県教育庁が整備した教育用端末、学校が整備したコンピュータ（備

品端末） 

(4) 学習系BYODネットワーク 

① 教育活動全般及び生徒の学習に関する利用を目的とし、指導者用及び学習者用端末を無線に

て利用するものとする。 

② 生徒は入学年度、職員は赴任年度により、接続するネットワークを指定する。 

 

（設置可能なアクセスポイント及び接続端末の詳細要件） 

第12条 設置可能なアクセスポイント及び接続端末の詳細要件については、別表１に定める。 

 

(利用申請) 

第13条  OPENネットワークを利用・停止する学校等の長は、沖縄県教育情報ネットワーク利用申請書

（様式１）を所長へ提出し、その許可を受けなければならない。 

 

（利用変更） 

第14条 OPENネットワーク（教師用セグメント）に関わる利用変更する学校等の長は、利用変更に関

する申請を行い、その許可を受けなければならない。 

２ セグメントを変更・追加する場合は、IT教育班へセグメント変更・分岐フォーム(様式19)による

申請を行う。 

 

（無線ネットワーク利用申請） 

第15条 学校内で無線ネットワークを利用する学校等の長は、無線ネットワーク設置に関する申請を

行わなければならない。 

２ アクセスポイントの申請については、新規・内容変更・削除がある場合、アクセスポイント利用

申請書（様式２）をFormsにて提出しなければならない。 



３ 学習系無線ネットワークに、新たに接続する端末及び既に接続している端末を削除する場合は、

沖縄県教育情報ネットワーク無線情報端末一覧申請書（様式３）を提出する。 

 

（アカウント発行） 

第16条 アカウントを配布する学校及び教職員は次のとおりに定める。 

２ 沖縄県内全ての公立小学校・中学校・高等学校・特別支援学校及び教職員等を対象とする。 

３ アカウントは、次の用途を対象に付与する。 

(1) 学校代表用（各学校１アカウント） 

(2) 県立学校教職員（本務職員）（１人１アカウント） 

(3) 市町村立学校教職員（本務職員）（１人１アカウント） 

(4) 臨時的任用職員用（１人１アカウント）（以下、「臨任用」という。） 

(5) 非常勤職員用（１人１アカウント）（以下、「非常勤用」という。） 

(6) 県立学校の児童・生徒用（１人１アカウント）（以下、「児童・生徒用」という。） 

(7) 県立学校検証用（以下、「検証用」という。） 

(8) 所長が必要と認めるもの（県立学校等期限付き、市町村立学校等期限付き、県教育委員会期限

付き、機器用） 

４ アカウントの仕様については別表２に定める。 

 

（学校代表用アカウント） 

第17条 県内全ての公立学校へ学校代表用アカウントを発行する。 

２ 各学校の管理者（校長・教頭）は、学校代表用アカウントについてアカウント担当者と連携し、

責任を持って運用管理を行うこと。 

 

（県立学校教職員アカウント） 

第18条 県立学校教職員として採用された全ての職員に対して、校務用の教職員アカウントを発行す

る。 

２ 原則としてアカウント名の変更は認めない。ただし、姓名の変更やその他やむを得ない理由があ

ると認められる場合は、アカウント名を変更することができる。その場合、IT教育センターWebサイ

ト内各種申請フォームから行う。 

３ 教職員アカウントの利用期間は、県立学校教職員として在職する期間のみとする。 

４ 再任用職員として、継続して教職員アカウントを利用する場合は「再任用職員アカウント復元申

請書（様式21）」により申請を行うこと。ただし、年度毎（1年）の更新が必要となる。 

 

（市町村立学校教職員アカウント） 

第19条 市町村立学校の教職員として採用された全ての職員に対して、校務用の市町村立学校教職員

アカウントを発行する。 

２ アカウントの仕様、利用期間、申請先、アカウント名変更等については、義務教育課Openメール

アカウント管理運用規程に従うこと。 

３ 市町村立学校教職員アカウントの利用期間は、市町村立学校教職員として在職する期間のみとす

る。 

 

（臨任用・非常勤用アカウント） 

第20条 臨任用・非常勤用アカウントは、臨時的任用職員・非常勤職員及びALT職員に対して発行す

る。 

２ 県内全ての公立学校に対して、臨任用・非常勤用アカウントを各学校各課程に原則20アカウント

を発行する。 

３ 臨任用・非常勤用アカウントの追加発行については、在籍する臨時的任用職員及び非常勤職員数

を上限とし、臨任・非常勤用アカウント発行申請フォームにより申請することができる。 

４ 学校長は臨時的任用職員、非常勤職員に異動がある場合、速やかに臨任・非常勤用アカウント利

用停止申請フォームから申請しなければならない。 

５ 臨任用・非常勤用アカウントの使用期間は発行年度に限る。 

 

（児童・生徒用アカウント） 

第21条 全ての県立学校に在籍する児童・生徒については、児童・生徒用アカウントを発行する。 



２ あらかじめ入学定員が定まっている県立高校については、新入生のアカウントを前年度３月に配

布する。それ以外の県立学校（特別支援学校）においては、４月に在籍する児童・生徒分を学校単

位で児童・生徒用アカウント発行申請フォームから申請する。 

３ 年度途中で、児童・生徒人数の増加により追加でアカウントが必要な場合は、児童・生徒用アカ

ウント発行申請フォームにより申請することができる。 

４ 各学校は、利用者とその保護者に対して、利用に関するデジタル・シティズンシップ（情報モラ

ル含む）、ネットセキュリティ等の注意点を伝え、適切に指導すると同時に、「個人情報の適切な

管理に関する確認事項」（別添１）を提示すること。 

５ 学校長は、生徒のアカウント利用について管理を行うものとし、次の各号に掲げる事項に該当す

る場合は、速やかに児童・生徒用アカウント停止申請フォームより申請しなければならない。 

(1) 不正アクセスが疑われる場合 

(2) 児童・生徒が本規程の定めに違反した場合 

(3) 退学または転学等により学籍の異動が生じた場合 

(4) その他、学校長が不適切なアカウント利用と判断した場合 

６ 休学または留学等により、学籍の異動が生じた児童・生徒のアカウントの利用については、学校

長の判断によるものとする。 

７ アカウントの利用期限は、児童・生徒が卒業するまでとし、卒業する児童・生徒のアカウント

は、IT教育センターにて卒業する年度をもって削除の措置を行う。 

 

（県立学校等期限付きアカウント） 

第22条 県立学校等において、期限付きアカウントを発行する。 

２ アカウントの発行については、必要とする団体、研究会の代表または学校長が、県立学校等期限

付きアカウント発行申請書（様式９）を提出しなければならない。 

３ 期限は原則３年とし、延長申請することにより３年延長することができる。 

４ 期限を超えたアカウントについては、利用を停止する。 

 

（市町村立学校等期限付きアカウント） 

第23条 市町村立学校等において、期限付きアカウントを発行する。 

２ アカウントの発行については、必要とする団体、研究会の代表、市町村立学校の学校長、市町村

教育委員会が、市町村立学校等期限付きアカウント発行申請書（様式10）を提出しなければならな

い。 

３ 期限は原則３年とし、延長申請することにより３年延長することができる。 

４ 期限を超えたアカウントについては、利用を停止する。 

 

（検証用アカウント） 

第24条 全ての県立学校に対して、検証用アカウントを各学校に原則10アカウントを発行する。 

２ 原則として個人に割り当てることはできない。 

３ 活用方法として、授業準備における児童生徒アカウント側のアプリの動作確認等に用いることが

できる。 

４ 検証用アカウントの使用期間は発行年度に限る。 

 

（機器用アカウント） 

第25条 県立学校等で利用する機器について、機器用アカウントを発行する。 

２ アカウントの発行については、必要とする教育庁各課、学校長が、機器用アカウント発行申請フ

ォームより申請することができる。 

３ 教育庁各課、学校長は機器用アカウントの必要が無くなった場合、速やかに機器用アカウント停

止申請フォームから機器アカウント利用停止申請書（様式20）を提出しなければならない。 

４ アカウントについてはメール機能のみで、その他の機能は付加しない。 

 

（アカウントの利用停止） 

第26条 アカウントの利用が、本利用規程の定めに反し適切でないと判断される場合、所長は利用を

停止する措置を行う。 

２ アカウントについて、外部からの攻撃、不正アクセス等、不審な通信が疑われる場合、所長は、

予防的な措置として当該アカウントを一時的に停止する。調査にあたって必要な場合は、本人立ち



合いのもと、送受信記録等の確認を行う。 

 

（アカウント及びパスワード確認申請） 

第27条 県立学校において、アカウント名及びパスワードの確認・再発行が必要な場合は、本人が

OPENアカウントパスワード確認申請フォームから申請する。 

 

（アカウントの表示名変更） 

第28条 県立学校の臨任用、非常勤用及び児童生徒のアカウント表示名については、各学校において

アカウント管理ツール（SchoolShuttle）で変更を行うこと。 

２ 市町村立学校の臨任用、非常勤用のアカウント表示名については、義務教育課Openメール管理運

用規定に従うこと。 

 

（グループアカウント） 

第29条 県立学校については、校長用、副校長・教頭用、各学校別職員用等グループアカウントを利

用する場合、IT教育センターよりメーリングリストを提供することができる。 

２ グループアカウントについては、毎年度更新を行う。 

３ グループアカウントの仕様については、別表３に定める。 

 

（Webページエリア） 

第30条 県立学校については、Webページエリアを配布する。 

２ 次に掲げる機関及び団体は、その長の申請によりネットワーク上にWebページエリアの利用許可を

受け、Webページを公開することができる。 

(1) 各教科に関する教育研究会等の団体 

(2) 別表４に示された機関及び団体 

(3) その他、所長が認める機関及び団体 

３ Webページエリアの利用を希望する機関及び団体の長は、沖縄県教育情報ネットワークWebページ

エリア利用申請書（様式13）を所長に提出しその許可を受けなければならない。 

４ 所長は、前項において機関及び団体の長が提出した申請を適当と認めた場合、沖縄県教育情報ネ

ットワークWebページエリア利用許可書（様式14）を交付する。 

５ Webページエリアを利用する機関及び団体の長は、利用申請事項に変更または中止があったとき

は、事前に沖縄県教育情報ネットワークWebページエリア利用申請書（様式13）を所長に提出しなけ

ればならない。 

 

（利用状況の調査）  

第31条 所長は、ネットワークの円滑な管理及び運用のため、学校及び利用団体等に対して、必要に

応じて利用に関する調査を行うことができる。 

 

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 

第32条 県立学校等によるソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下、「SNS」という。）の利

用については次の各号に定める。 

(1) 県立学校でSNSを利用する場合は、学校代表用（school）アカウントに限る。 

(2) その他の機関及び団体がSNSを利用する場合は、付与したOPENアカウントを利用することがで

きる。 

(3) 学校長及び長はSNSを利用する場合、学校等での利用目的や利用計画、管理体制及び発信する

内容等について適切に管理すること。 

(4) 要件を満たす外部サービス以外は認めない。要件については別表５に定める。 

(5) 外部に情報発信する際は、著作権、肖像権に配慮すること。 

 

（動画共有サービス） 

第33条 県立学校等による動画共有サービス等の利用については次の各号に定める。 

(1) 県立学校で動画を外部に配信する場合は、学校代表用（school）アカウントに限る。 

(2) その他の機関及び団体が動画共有サービスを利用する場合は、付与されたOPENアカウントを利

用することができる。 

(3) 県立学校教職員OPENアカウントで動画を配信する場合には、授業等の教育活動に限る。 



(4) 要件を満たす外部サービス以外は認めない。要件については別表５に定める。 

(5) 外部に配信する際は、著作権、肖像権に配慮すること。また、公開範囲を限定すること。 

 

（クラウドサービスの利用） 

第34条 県立学校によるクラウドサービスの利用については次の各号に定める。 

(1) 要件を満たす外部クラウドサービス以外の利用は認めない。要件については、別表５に定め

る。 

(2) IT教育センターは、クラウドサービスのセキュリティレベルがローカル端末の利用と比較して

同等でないと判断した場合、速やかに対策を講じる。利用者はその対策に速やかに従わなければ

ならない。 

(3) IT教育センターは、利用者に情報漏えいの恐れがあると判断した場合はクラウドの利用を停止

することができる。その場合、事前に予告するものとする。 

(4) IT教育センターは、同センターとクラウド事業者における「個人情報の適切な管理に関する確

認事項」（別添１）を公開すると同時に、利用者に周知しなければならない。 

 

第35条 沖縄県教育委員会の利用申請等については次の各号に定める。 

(1) 県教育委員会期限付きアカウントの発行 

① 教育委員会の係に紐付く業務に関して必要な場合、県教育委員会期限付きアカウントを発行

する。 

② アカウントの発行については、必要とする課長が、県教育委員会期限付きアカウント発行申

請フォームより申請することができる。 

③ 期限は原則３年とし、延長申請することにより３年延長することができる。 

④ 期限を超えたアカウントについては、利用を停止する。 

(2) 教育庁内でOPENネットワークを利用する課長は、無線ネットワーク設置に関する申請行わなけ

ればならない。 

① OPENネットワークに、新たに接続する端末及び既に接続している端末を削除する場合は、沖

縄県教育情報ネットワーク無線情報端末一覧申請書（様式21）を提出しなければならない。 

② OPENネットワークに接続する端末は、年度ごとの申請を行わなければならない。申請は、

４・５月と11月の年２回とする。なお、所長が必要と判断した場合はこの限りではない。 

③ 業務全般の利用を目的とし、主に教育庁職員が端末を無線にて利用するものとする。 

 

（免責） 

第36条 天災、停電、事故、その他の障害によるデータの消失等の損害に対して、IT教育センターは

責任を負わない。 

２ ネットワークの利用に際して発生するいかなる不利益、損害に対しても、IT教育センターは責任

を負わない。 

 

（施行期日） 

この規程は、平成29年９月１日より施行する。 

令和元年６月25日 一部改訂 

令和３年４月１日 全面改訂 

令和５年４月１日 全面改訂 

令和６年４月１日 一部改訂 

   

（各規程の廃止） 

「沖縄県教育情報ネットワークシステム管理規程」は廃止する。 

「沖縄県教育情報ネットワーク無線ＬＡＮの利用に関する規程」は廃止する。 

「沖縄県教育情報ネットワーク無線ＬＡＮ管理運用規程」は廃止する。 

「沖縄県総合教育センター ＩＴ教育センターネットワークシステム管理運用規程（平成16年施

行）」は廃止する。 

「ＩＴ教育センターネットワーク学校用メールアカウント利用について（平成14年所長決済）」

は廃止する。 

「Ｏｐｅｎメールアドレス利用に関する規程（平成29年所長決済）」は廃止する。 

「児童・生徒用メールアドレス利用に関する規程（平成31年所長決済）」は廃止する。 
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第３章 ２ 運営に関する規定 

 

１ 学部主事、分掌主任及び学級担任の職務に関する規程 
  （１）学部主事の職務 

     学部主事は当該学部の責任者として、校長、教頭及び教務主任と連絡を密にし、主として次の事項

を行う。 

     ① 当該学部の事務の配分、調整 

     ② 学部経営案の作成 

     ③ 学部会の企画運営 

     ④ 学部に関する諸調査、行事に関する計画・運営 

     ⑤ 学習グル－プ編成 

     ⑥ 学部・学年・学級ＰＴＡの運営に関すること 

     ⑦ その他当該学部に関する重要な事項 

  （２）保健主事の職務 

       保健主事は校長の監督を受け、学校における保健に関する事項の管理に当たる。 

  （３）校務分掌主任の職務 

       校務分掌主任は部の責任者として、校長、教頭と連絡を密にし、主として次の事項を行う。 

     ① 当該部の企画運営          

     ② 年間活動計画の作成        

     ③ 当該部の事務の配分、調整  

     ④ 関係公文書の処理、保管    

     ⑤ 関係予算資料の作成        

     ⑥ その他当該部に関する事項  

  （４）学級担任の職務 

       学級担任は学部主事と連絡調整し､主として次の事項を行う｡ 

     ① 学級経営案の作成 

     ② 幼児児童生徒に関する諸調査 

     ③ 幼児児童生徒の生活指導及び健康管理 

     ④ 幼児児童生徒の進路指導 

     ⑤ 幼児児童生徒の出欠に関する事務 

     ⑥ 諸表簿の整理保管 

       ア指導要録の記入 

       イ出席簿の記入と保管 

       ウ個別の教育支援計画（移行支援計画）の作成 

       エ個人記録票の記入と保管 

       オその他 

     ⑦ 教室経営 

     ⑧ 保護者との連絡提携 

     ⑨ その他 

 

２  職員週番の職務に関する規定 
 （１）週番は原則として各学部教諭２名をもって構成し、その割当は教務主任、学部主事が行う。 

 （２）週番は次の事項を主たる任務とする。 

     ① 学校運営が円滑に行われるための連絡調整と職員会議及び終礼等の司会、記録 

     ② 退勤時の各教室の火気、電灯、水道及び戸締まりの点検 

     ③ 校舎内外の保清、安全点検 

     ④ その他 

 （３）週番の勤務は毎週月曜日から金曜日までとし、当該日の勤務時間内とする。 



３  会議に関する規定 

  【職員朝会】 

  （１）職員朝会は毎朝８時３０分～８時４０分の間に行う。 

      ① 全体朝会・・・・・・全体終礼として実施（月２回、16時15分～16時30分） 

      ② 学部朝会・・・・・・各学部で設定 

  （２）全体朝会には全職員が参加する。 

  （３）司会と記録は週番が行う。 

 

  【職員会議】 

  （１）職員会議の位置づけ（「沖縄県立盲学校、聾学校及び特別支援教育管理規則」第57条） 

     ① 校長は、その職務を補助させるため、職員会議を置く。 

     ② 職員会議は、校長が主宰する。 

     ③ 職員会議は、校長が必要と認めた校務について審議し、伝達を行い、及び職員相互の連絡調整を 

行うものとする。 

     ④ 前項の定めるもののほか、職員会議について必要な事項は、校長が定める。 

  （２）前項④項の校長が定める職員会議の運用等に関する規程 

  （機 能） 

①  職員会議は学校の円滑な運営を図るため、学校運営に関する重要事項を審議し、伝達を行い、   

業務の連絡調整及び研修等を行う。 

  （組 織） 

     ② 職員会議は全職員で組織する。 

  （定例会等） 

     ③ 定例職員会議は２月に１回程度開く。又、必要に応じて臨時に開くことができる。 

  （議 題） 

     ④ 職員会議は企画委員会で検討した議案、又は校長が必要と認めた議案について審議する。 

     ⑤ 職員会議で審議する必要があると思われる議案は、企画委員会が開かれる前日までに教頭に提 

出するものとする。 

  （審議の処理） 

     ⑥ 教頭は提出された議案が企画委員会を経るように処理する｡ 

     ⑦ 職員会議に上程する審議の処理は教頭が行う。 

  （司 会） 

     ⑧ 職員会議の司会は週番が行うが、議題によっては教頭が行う。 

  （議案の付託） 

     ⑨ 職員会議は議案の内容により、その議案の審議、処理を関係の委員会又は校務分掌の部に付託 

することができる。但し、付託された議案の処理は校長の決裁を受けるものとする。 

  （事前の調整） 

     ⑩ 職員会議の審議を効率的に進行するために、企画委員会は職員会議の前日までに所属する職員

と議案を十分に検討審議し、意見等を調整しておかなければならない。 

  （記 録） 

     ⑪ 職員会議の記録は週番が行う。 

     ⑫ 職員会議の記録は校長、教頭の認印を受けるものとする。 

     ⑬ 職員会議の記録簿は教頭が保管し､閲覧できるようにする｡ 

（緊急の提案等） 

      ⑭ 緊急の議案等については前項(4)(5)(6)(7)の規定にかかわらず、事前に校長の許可を得て職 

員個人が提案することができる 

 

【企画委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、各学部主事、各分掌部主任 

  （２）召集・・・定例委員会は原則として定例職員会議の３日前までに召集する。但し、必要に応じて臨時に

召集することができる。 

  （３）司会・・・教頭、教頭不在の時は教務主任が当たる。 

  （４）記録・・・部主事 

  （５）任務 



     ① 職員会議に上程する議案の決定。 

         各委員は決定した議案を職員会議の開会前日までに所属する学部職員に十分検討させ、議案 

に対する各学部の意見を調整しておかなければならない。 

      ② 校長が必要と認めた事項の審議、処理。 

      ③ その他学校運営、緊急な事項の審議決定、処理。 

 

  【教科等会】 

    教科会は教科等及び学習グループの指導に必要な調整等を行い、授業において効果的な指導を行う 

ために設置する。 

  （１）教科会は原則として毎月１回に行う。 

  （２）教科会には中学部及び高等部の教科等担任及び必要に応じて 小学部の担当者が参加する。 

  （３）教科会には代表者をおく。  

  （４）教科会では次の事項の連絡調整を行う。 

     ① 教科等に係る授業等の調整 

     ② 教科等に係る行事等の調整 

     ③ 教科等に係る施設設備利用の調整 

     ④ 教科等に係る公文等の伝達、報告 

     ⑤ 教科等に係る諸事項の審議 

  （５）司会と記録は互選とする。 

 

４ 各種委員会に関する規定 
   

特別委員会   

 【学校評議員会】 

  （１）委員・・・地域の有識者、地域代表者、保護者代表の中から５人以内 

  （２）召集・・・校長が行う 

  （３）司会・・・教頭が当たる。 

  （４）記録・・・部主事が当たる。 

  （５）内容  

      ① 学校教育の充実推進に関する事項 

      ② 幼児児童生徒の健康及び安全に関する事項 

      ③ 学校、家庭・地域社会の連携に関する事項 

      ④ 学校の施設、設備の充実に関する事項 

      ⑤ その他必要と認める事項                                       

  

必置の委員会 

   【特別支援教育推進委員会】 

   （１）委員・・・校長、教頭、事務長、教務主任、各学部主事、教育支援部主任、生活指導主任、進路指導部 

主任、研修部主任、養護教諭、教育支援部、その他関係者 

   （２）召集・・・校長が行う 

   （３）司会・・・教育支援部主任が当たる 

   （４）記録・・・校内教育支援部が当たる    

（５）内容  

       ① 関係機関との連絡調整に関すること 

       ② 「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」及び「個別の移行支援計画」の活用に関すること 

       ③ 地域の特別支援教育のセンター的役割に関すること 

 

 【学校保健委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、部主事、保健主事、生徒指導主任、養護教諭、栄養職員、 校医、学校歯科

医、学校薬剤師、ＰＴＡ役員（会長、副会長、保健体育部長） 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・保健主事が当たる 

  （４）記録・・・保健安全部 



  （５）任務 

      ① 学校保健計画の立案、実施、評価 

      ② 健康診断の事後処理、健康相談 

      ③ 学校保健に関する調査研究 

      ④ その他 

 

  【労働安全衛生委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、養護教諭、栄養職員、保健主事、教務主任、職員代表 

  （２）役員・・・安全衛生管理者（校長）、衛生管理者（校長が選任した校内有資格者） 

  （３）召集・・・安全衛生管理者が行う。 

  （４）司会・・・衛生管理者または、教務主任が当たる。 

  （５）記録・・・職員厚生係が行う。 

  （６）任務 

     ① 職員の健康障害を防止するための対策に関すること 

     ② 職員の健康保持を図るための対策に関すること 

     ③ 校務災害の原因及び再発防止策に関すること 

     ④ 産業医との連携による、職員の安全及び健康の確保 

     ⑤ その他、職員の健康障害の防止及び健康の保持増進に関すること 

 

  【人権委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、各学部主事、生徒指導主任 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・教頭が当たる。 

  （４）任務 

     ① 人権に関する情報・資料等の提供に関すること 

     ② 人権侵害と思われる行為や訴え等に対する調査、指導助言に関すること 

     ③ 人権意識の啓発活動に関すること 

     ④ 職員の人権意識の高揚（人権意識の研鑚） 

     ⑤ その他人権に関すること 

 

 【校内教育支援委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、各学部主事、教育支援部主任、校内支援部、養護教諭 

  （２）召集・・・校長が行う 

  （３）司会・・・支援部主任または、支援部（教頭）が当たる 

  （４）記録・・・校内教育支援部 

  （５）任務 

     ① 校内の就学に関すること 

     ② その他、就学に関すること 

 （６）備考 

     ① 資料作成は部主事及び担任が行う。 

     ② 必要に応じ、担任等が参加する。 

 

 【教科書選定委員会】 

    児童生徒の使用する教科書を、県教育委員会の示す教科書採択基準に沿って、適正に選定するために

設置する。 

  （１）委員・・・校長、教頭、各学部主事、教科書係 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・教頭が当たる。 

  （４）記録・・・教科書係が当たる。 

  （５）任務・・・適切な教科書の選定に関すること。 

  （６）備考・・・必要に応じて幼児児童生徒の担任の意見を求めることができる。 

 

 



 【学校取扱金検討委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、各学部主事、保護者代表、各学部の教材費係、PTA会計係 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・会計担当または、各会計（教頭）が当たる。 

  （４）記録・・・各学部主事 

  （５）任務 

① 教材費等の徴収に関すること。 

② 教材費等の執行に関すること。 

③ 学校指定品に関すること。 

④ その他、学校取扱金の適正・透明化の推進に関すること。 

 

  【キャリア教育推進委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、各学部主事、各学部の教育課程係、進路主任、研修主任 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・教頭が当たる。 

  （４）記録・・・教育課程係 

  （５）任務 

① キャリア教育に関すること。 

② キャリア教育全体計画に関すること。 

③ キャリアプラニング・マトリックス表の見直し・改善。 

④ キャリアパスポートに関すること 

 

  【学校評価委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、各学部主事 

         ※拡大委員会の場合は、各校務分掌主任及び保健主事が追加招集 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・教頭が当たる。 

  （４）記録・・・学部主事が当たる。 

（５）任務・・・自己評価及び学校関係者評価や外部評価について、計画と評価項目等について検討し、評 

 価を実施、結果の集計・分析・考察を行い学校職員及び保護者等へ公表する。 

 

 

  校内設置委員会 

  【入学者選抜委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、教務主任、関係学部主事、養護教諭、教育支援部主任 

         教務部入学者選抜係、関係職員 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・関係学部主事が当たる。 

  （４）記録・・・入学者選抜係。 

  （５）任務・・・入学選抜に関すること。 

（６）備考・・・幼稚部及び高等部の入試係は、必要に応じて入学者選抜に関する企画、運営、実施等、諸準 

備についての連絡会を持つものとする。 

   

  【自力通学推進委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、各学部主事、生徒指導主任 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・生徒指導部主任。 

  （４）記録・・・生徒指導部生活指導係。 

  （５）任務・・・自立通学対象児童生徒の調査及び検討。 

  （６）備考・・・自立通学に関する資料の収集及び具体的指導計画の作成は生徒指導部が行う。 

 

 

 



  【教育課程委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、各学部主事、教育課程係 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・教育課程係または、各係（教頭）が当たる。 

  （４）記録・・・教育課程係 

  （５）任務・・・教育課程編成及び教育課程に関すること。 

 

  【スクールバス利用検討委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、各学部主事、バス部 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・教務主任（教頭）が当たる。 

 （４）記録・・・バス部が当たる。 

  （5）任務・・・スクールバス利用に関すること。 

 

  【校務分掌検討委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、各学部主事、各分掌部主任 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・教務及び部主事（教頭）が当たる。 

  （４）記録・・・教務主任・部主事 

  （５）任務・・・校務分掌編成に関すること。 

 

  【食物アレルギー対応委員会】 

  （１）委員・・・校長、教頭、事務長、各学部主事、保健・給食係 

  （２）召集・・・校長が行う。 

  （３）司会・・・保健部主任または、保健担当（教頭）が当たる。 

  （４）記録・・・保健主事または係が当たる。 

  （５）任務・・・学校における食物アレルギーに関すること。 

 

 

  各種小委員会 

   【運動会実行委員会】 

   （１）委員・・・健康安全・体育的行事係、各学部関係職員 

   （２）役員・・・委員長、記録等は委員の互選で決める。 

   （３）召集・・・委員長が行う。 

   （４）司会・・・委員長が当たる。 

   （５）任務・・・運動会の企画、運営、実施、反省に関すること。 

   （６）備考・・・必要に応じ、教頭、事務長の出席を求めることができる。 

   

   【学習発表会実行委員会】 

   （１）委員・・・学芸的行事係、各学部関係職員 

   （２）役員・・・委員長、記録等は委員の互選で決める。 

   （３）召集・・・委員長が行う。 

   （４）司会・・・委員長が当たる。 

   （５）任務・・・学習発表会の企画、運営、実施、反省に関すること。 

   （６）備考・・・必要に応じ、教頭、事務長の出席を求めることができる。 

 

 



第３章 ３ 校内教育支援委員会規定 

                                                        
 県立西崎特別支援学校 

 
（目 的） 
第１条 この規定は、幼児児童生徒の障害の状態や能力、特性等に応じた適切な教育支援 

   を推進するために必要な事項を定めるものとする。 
（組 織） 
第２条 校内教育支援委員会は、校長、教頭、各学部主事、教育支援部、養護教諭、学級 

   担任、関係職員、学校医（必要に応じて）で構成する。 
（任 務） 
第３条 委員会の任務は、次のとおりとする。 
 （１）教育措置変更についての審議と教育支援 

     ① 特別支援学校への転学 

      ② 小学校、中学校への転学 

      ③ 転入学希望者への教育支援及び指導助言等 

  （２）幼児児童生徒の実態把握と一般学級、重複学級編成資料のまとめと審議及び     

      判定 

  （３）保護者及び担任との教育支援 

  （４）体験入学、一日入学の実施 

  （５）県及び各市町村教育支援委員会との連絡調整 

  （６）発達検査の実施 

  （７）委員会諸資料の整理 
（会 議） 
第４条 学部会において、校内教育支援委員会に提案する議事についてまとめる。 
  （１）学部会は主事が主催し、記録は各学部校内教育支援部が行う。 

 （２）提案資料等は担任及び部主事が作成し準備する。 

 （３）他の特別支援学校からの転入学生に関しては、学部内で確認を行い、前在籍校の 

   教育措置を継続するものとする。次年度に措置変更が望ましい場合は、転学からも 

   っとも近い校内教育支援委員会で審議を行うものとする。 

（委員会）  

第５条 校内教育支援委員会は、校長が招集する。 

 （１）教頭が司会、記録は校内教育支援部が交代で行う。 

  （２）委員会の審議を受けて校長が決定する。 

 （３）委員会諸資料は、担任及び部主事が作成し、準備と保管は各学部校内教育支援 

    部が行う。 

（附 則） 
１ この規定は、平成 24 年４月より施行する。 

２ 平成 27 年３月 30 日 一部改正施行する。 
３ 平成 28 年３月 30 日 一部改正施行する。 

４ 平成 30 年３月 30 日 一部改正施行する。 

５ 令和５年３月 30 日 一部改正施行する。 



 

第３章 ４ 西崎特別支援学校における重複の判定に関する指針 
 

校内教育支援委員会 
 
 
１ 重複（併せ有する他の障害）についての考え方 
 

（１）学校教育施行令第２２条の３（資料１）に基づいて、２つ以上併せ有する際に申請を行う 

  こととする。 

 
（２）併せ有する他の障害についての記入は、資料２を参考に記入する。 
 
（３）「てんかん」については、服薬していてもコントロールされておらず、発作を重ねること 
   で重度化する場合、「Ｅ２」と記入する。 
 
（４）病弱については、資料３を参考にしながら適正に判定する。 
 
 
２ 重複申請資料の作成について 
 
（１）担任は申請を検討している幼児児童生徒についてよく観察をし、１に基づいて資料作成を 
  行う。また、作成にあたっては、保護者の同意を得る。 
 
（２）幼→小、小→中、中→高と進学の際の申請は学部間の連携を密に取り、双方の学部で確認 
    を行い、現在、在籍している学部で申請を行う。 
 
（３）障害名、病名、療育手帳や身体障害者手帳の程度、精神障害者保健福祉手帳、日常生活の

様子、行動の特性、学習の様子などを記入する。また、特に障害の進行や退行がある場合

は明記する。 
 
（４）障害名、病名については、医師の診断書に基づいて記入する。 
   例）脳性マヒ、難聴、難治性てんかん、肢体不自由など 
 
（５）新たな措置変更に関する審議については、原則として、新小１、新小４､新中１、新高１の 
  学年とする。ただし、進行性の障害や事故などで実態が大幅に変動した幼児児童生徒につい 
  ては、その限りではない。 
 
 
 
 
 
 
 



 

【資料１】就学基準（視覚障害者等の障害の程度）学校教育施行令第２２条の３ 

 

 第２２条の３  法第７５条の政令で定める視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自 

        由者又は病弱者の障害の程度は、次の表に揚げるとおりとする。 
  

区 分 障害の程度 

視覚障害者 
 両眼の視力がおおむね０．３未満のもの又は視力以外の視機能障害が高度の

もののうち、拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識

が不可能又は著しく困難な程度のもの 

聴覚障害者 
両耳の聴力レベルがおおむね６０デシベル以上のもののうち、補聴器等の使

用によっても通常の話声を解することが不可能又は著しく困難な程度のもの 

知的障害者 

１ 知的発達の遅滞があり、他人との意思疎通が困難で日常生活を営むのに頻 
 繁に援助を必要とする程度のもの 
２ 知的発達の遅滞の程度が前号に揚げる程度に達しないもののうち、社会生 
 活への適応が著しく困難なもの 

肢体不自由者 

１ 肢体不自由の状態が補装具の使用によっても歩行、筆記等の日常生活にお 
 ける基本的な動作が不可能又は困難な程度のもの 
２ 肢体不自由の状態が前号に揚げる程度に達しないもののうち、常時の医学 
 的観察指導を必要とする程度のもの 

病 弱 者 
１ 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物その他の疾患の状 
 態が継続して医療又は生活規制を必要とする程度のもの 
２ 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のもの 

 
〈 備 考 〉 

 １ 視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、矯正視力 
  によって測定する。 
 ２ 聴力の測定は、日本工業規格によるオージオメータによる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

【資料２】 
 

  併せ有する障害の略記号 
 

区 分 略記号 障害の程度 

視覚障害者 Ａ１ 

  両眼の視力がおおむね０．３未満のもの又は視力以外の視機

能障害が高度のもののうち、拡大鏡等の使用によっても通常の

文字、図形等の視覚による認識が不可能又は著しく困難な程度

のもの 

聴覚障害者 Ｂ１ 
 両耳の聴力レベルがおおむね６０デシベル以上のもののう

ち、補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが不可

能又は著しく困難な程度のもの 

知的障害者 

Ｃ１ 
１ 知的発達の遅滞があり、他人との意思疎通が困難で日常生 

 活を営むのに頻繁に援助を必要とする程度のもの 

Ｃ２ 
２ 知的発達の遅滞の程度が前号に揚げる程度に達しないも 
 ののうち、社会生活への適応が著しく困難なもの 

肢体不自由者 

Ｄ１ 
１ 肢体不自由の状態が補装具の使用によっても歩行、筆記等 
 の日常生活における基本的な動作が不可能又は困難な程度 
 のもの 

Ｄ２ 
２ 肢体不自由の状態が前号に揚げる程度に達しないものの 
 うち、常時の医学的観察指導を必要とする程度のもの 

病 弱 者 

Ｅ１ 
１ 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物そ 
 の他の疾患の状態が継続して医療又は生活規制を必要とす 
 る程度のもの 

Ｅ２ 
２ 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度の 
 もの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

【資料３】病弱者について（就学指導資料より抜粋） 
 
１ 病弱で「継続して医療を必要とするもの」とは 

  病気のため継続的に医師からの治療を受ける必要があるもので、医師の指導に従うことが求

められ、安全面及び生活面への配慮の必要度が高いものをいう。例えば、小児がんの子供のよ

うに、医師や看護師が常駐している病院に長期の入院を必要とするもの、退院後も安全及び生

活面に綿密な配慮を必要とするもの、自宅や施設等で常駐医療を受けることができる状態にあ

るものなどが考えられる。 
 
２ 病弱で「継続して生活規制を必要とするもの」とは 

  安全及び生活面への配慮の必要度が高く、日常生活に著しい制限を受けるものの、医師の治

療を継続して受ける必要はないものをいう。例えば、色素性乾皮症（ＸＰ）の子供が、紫外線

に当たらないように留意しながら自宅で療養するなど、安全及び生活面への綿密な配慮と著し

い生活規制のもとで生活をしているものなどが考えられる。 
 
３ 身体虚弱で「継続して生活規制を必要とするもの」とは 

  病弱ではないものの、安全面や生活面について配慮する必要性が高く、日常生活上において

著しい制限を必要とするものをいう。 
 
４ 第一号でいう「その他の疾患」とは 

  例示以外の疾患で、糖尿病等の内分泌疾患、再生不良性貧血、重症のアトピー性皮膚炎等の

アレルギー疾患、心身症、うつ病や適応障害等の精神疾患、高次脳機能障害などがある。近年

は、自閉症や注意欠陥多動性障害と診断されていた子供が、うつ病や適応障害等の診断を受け

て、年度途中に特別支援学校（病弱転入してくることが増えており、その中には不登校の経験

やいじめ、虐待を受けた経験のある子供が多い。 
 
５ 「継続して」とは 

  「継続して」と規定されているのは、風邪の軽度の病気により、極めて短い期間だけ医療等

が必要となる程度のものについては「特別支援学校（病弱）の対象ではない」こと意味してい

る。 
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      第3章　５　校内支援体制図

担　　任

学　年　会

レベル１
（学級・学年内）

＊学年主任や部主事
と連携し支援の検討を

行う

その他

教育

労働

学部会

教育支援部（支援部会）

管理職/部主事連絡会

レベル４
（他機関との連携）
＊ケース内容に応じ
て、参加メンバーを

検討する

校内ケース会議

レベル２
（学部内）

＊学部会や教科会で
支援の検討を行う

レベル３
（校内対応）

＊必要に応じて、他
学部や他分掌と連携
し支援の検討を行う

福祉 医療・保健

拡大ケース会議

＊顔つなぎ以

降は、ケース

内容に応じて、

担任が地域と

連絡と調整に

入る

【ケース会議の持ち方】
「校内ケース会議」・・・日程調整は教育支援部を中心に行う。会場準備・当日の司会進行・記

録は当該学年で行う。

「拡大ケース会議」・・・日程調整と当日の司会進行を教育支援部が行う。会場準備・記録は当

該学年で行う。

【モニタリング会議とは】
モニタリング会議は保護者と事業者間でサービスの利用計画を検討する会議である。保護者

や事業者から参加を求められた場合は、基本、担任または学年メンバー、学年主任で参加す

る。ただし、ケース内容に応じて教育支援部も調整に入る。



第３章 ６ 沖縄県立西崎特別支援学校衛生委員会規約 

 

 （主 旨） 

第１条 この規約は、沖縄県立学校職員安全衛生管理規則第 24 条の規定に基づき、沖縄 

県立西崎特別支援学校衛生委員会（以下委員会とする）の組織及び運営に関する必要な事

項 を定めるものとする。 

 

 （目 的） 

第２条 委員会は、職員の安全及び健康の確保や快適な職場環境の形成の促進について、 

調査審議し、校長に対して進言することを目的とする。 

 

 （審議事項） 

第３条 委員は前条の目的を達成するために、次の事項について審議し、それを推進する。     

(１) 職員の健康障害を防止するための対策に関すること 

     (２)  職員の健康の保持増進を図るための対策に関すること 

     (３) 公務災害の原因及び再発防止対策に関すること 

     (４)  産業医との連携による職員の安全及び健康の確保に関すること 

   (５) その他職員の健康障害の防止及び健康の保持増進に関すること 

 

 （組 織） 

第４条 委員会は、次の委員をもって組織する。 

     (１) 安全衛生責任者（校 長） 

     (２)  衛生管理者（免許所持者） 

     (３) 産業医 

     (４)  教頭、事務長、学部主事、職場代表、保健主事、養護教諭、 

      学校栄養職員、福利厚生係 

 

 （役 員） 

第５条 委員会に次の役員を置く。 

     (１) 議長（校 長） 

     (２)  幹事及び書記（教頭、養護教諭） 

 

 （役員の職務） 

第６条 役員の職務は、次のとおりとする。 

     (１) 議長は、この委員会を代表し、会務を総括する 

     (２)  幹事は、会議の企画運営に参加し、資料等の準備にあたる 

     (３) 書記は、会議録の整理保管、その他必要な事務を行う 

 

 （委員の任期） 

第７条 委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

 

 （会 議） 

第８条 会議は、議長が招集し、毎月１回開催する。 

 

   附 則   この規約は、平成 22 年４月１日から施行する。 



第３章 ７ 学校用自動車運行管理規程 

１ 学校用自動車（以下車両とする）の保管場所は特別教室等階段下スペースとする。 

２ 車両の日頃の管理は教頭（安全運転管理者）が行い、使用者は教頭（安全運転管理者）の許

可を得てから使用する。 

３ 車両を使用する者は、車両運行日誌に所定のこと記入し、使用後は検印（安全運転管理者）

を受ける。 

４ 車両を使用する場合は、次のことに留意して運行する 

（１） 使用者は、常に安全運転に心がけ運行に当たる。 

（２） 運行中は、交通法規等を守り安全運転に努める。 

（３） 運行前には必ず第３者立会のもとアルコールチェックし、数値が０を確認する。 

（４） 出発前、使用後の点検を確実に行う。 

（５） 走行距離について、出発前の距離メーター及び使用後の距離メーターを記入し、走行距

離を確実に記入する。 

（６） 交通事故等に遭遇したときは、速やかに学校に連絡して、校長の指示に従う。また、警

察に連絡するなどの適切な措置を行う。 

５ 車両の鍵は所定の場所に保管し、管理は教頭が行う。 

６ 車両の保管や管理については、十分配慮すること。 

 

使用上の注意事項 

＊ 車を動かすときは、必ずメーターゲージの数字と運行日誌の前回の記録の数字が合っている

かを確認し、運行日誌に記入してから動かす。数値が合っていないときは鉛筆で記入し、教

頭（安全運転管理者）に連絡し指示を受ける。 

＊ 動かした後、メーターゲージが変わったら校内移動であってもその旨記入する。 

＊ 給油は決められた給油所での給油となるため、事前に事務で確認する。 
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